提出 日 : 令 和 4 年 2 月 21 日 
選定 日 : 令 和 4 年 4 月 26 日 
改定 日 : 令 和 6 年 4 月 25 日 


堺 エ ネル ギー 地産 地 消 プロ ジェ クト 


塊 市 


堺 市 環境 局 カ ー ボ ン ニ ュー トラ ル 推 進 部 
脱 炭 素 先 行 地域 推進 室 


電話 番号 072-340-2095 
FAX 番号 072-228-7063 
メー ル ア ド レス kanene@city. sakai. lg. jp 


1. 全体 構想 
1.1 提案 地方 自治 体 の 概況 、 温 室 効果 ガス 排出 の 実態 、 地 域 課 題 等 
(1) 社会 的 ・ 地 理 的 特性 

堺 市 は 関西 圏 2 千 万 人 の 巨大 消費 地 の ほ ぼ 中 部 に 位置 し 、 大 阪 府 の 中 南部 に 位置 する 市 域 面積 
149. 83km*、 人 口 819, 965 人 ( 令 和 4 年 1 月 1 日 現在 ) の 政令 指定 都市 で あり 、 堺 区 ・ 中 区 ・ 
東 区 ・ 西 区 ・ 南 区 ・ 北 区 ・ 美 原 区 の 7 つの 行政 区 で 構成 され る 。2020 年 3 月 に 全線 供用 され た 阪 
神 高速 道路 大 和 川 線 を は じ め 、 幹 線 道路 の 整備 が 進む ほか 、 海 外 ・ 国 内 主要 地域 へ の アク セス 性 
が 極め て 高い 陸 ・ 海 ・ 空 の 交通 ネッ トワ ー ク を 有する 。 

高度 経済 成長 期 に は 堺 泉北 臨海 工業 地帯 と し て 発展 する 一 方 、 環 境 問題 に も 取り 組み 、2009 年 
1 月 に 環境 モデ ル 都 市 に 選定 され 、 環 境 と 経済 の 両立 を 図る た め 官 民 連 携 の も と 地球 温暖 化 対策 
に 取り 組ん で いる 。 さ ら に 、2018 年 6 月 に 大 阪 府 内 の 自治 体 で 初め て SDGs 未来 都市 に 選定 さ 
れ 、 経 済 ・ 社 会 ・ 環 境 の 三 側面 か ら の 新しい 価値 創出 を 通し て 持続 可能 な 開発 の 実現 を めざす 。 
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く エ リア 特性 > 


① 臨海 部 

・ 大 規模 製造 業 、 中 小 企業 製造 業 団 地 が 立地 する 産業 地域 
・ 近 年 で は 、 環 境 関連 産業 や 大 規模 物流 施設 の 集積 が 進む 
② 都心 ・ 周 辺 市 街 地 

・ 多様 な 都市 機能 が 集積 する 都心 エリ ア や 百舌 鳥 古墳 群 な ど 豊 か な 

歴史 文化 資源 を 有する 都心 周辺 エリ ア が 形成 

③ 内 陸 # 

・ 毛穴 地区 、 美 原 地区 に は 中 小 企業 を 中 心 と し た 工業 集積 地 が 

形成 

・ 新 大 阪 に 直結 する 大 阪 メ トロ 御堂 筋 線 の 沿線 に は 、 

商業 ・ 業 務 地 が 形成 
③ 丘陵 部 

・1960 年 代 後 半 以 降 に 開発 され た 住宅 地 (泉北 ニュ ー タ ウン ) 
・ 大阪 府 で 生産 量 第 一 位 を 誇る 農業 地域 


ぐ 歴 史 ・ 文 化 > 
2019 年 に 大 阪 初 の 世界 遺産 と な っ た 、 世 界 最大 の 墳墓 で ある 仁徳 天皇 陵 古墳 を は じ め と す 
る 百舌 鳥 古墳 群 や 、 由 緒 あ る 多く の 寺社 、 北 旅籠 町 周辺 の 古い 町 並み 、 千 利休 に より 大 成 さ 
れ た 茶の湯 の 文化 、 刃 物 ・ 線 香 ・ 自 転 車 な どの 伝統 産業 と いっ た 豊か な 歴史 文化 に 恵まれ て 
いる 。 ま た 、 巨 大 古墳 の 築造 や ポル ト ガ ル と の 交易 か ら 発展 し た 刃物 の 製造 、 鉄 砲 鍛冶 等 に 
よっ て 培 わ れ た 技術 は 、 自 転 車 産業 の 発展 を は じ め 今 の 堺 の 産業 の 基盤 と な っ て いる 。 
く 地 形 ・ 気 候 > 
西 は 大 阪 湾 に 面 し 、 北 は 近世 に 開削 され た 大 和 川 が 流れ 、 東 は 富田 林 丘 陵 、 南 は 泉北 丘陵 地 
に 画 さ れ て いる 。 泉北 丘陵 地 の 標 高 268.9m が 最も 高く 、 海 か ら 丘 陵 地 に 向かっ て 緩やか な 地 
形 の 変化 が み ら れ る 。 ま た 、 瀬 戸 内 型 気候 に 属し 、 年間 を 通し て 温暖 で 晴天 の 日 が 多く 、 降水 
量 が 比較 的 少な い 。 な お 、 再生 可能 エネ ルギー の 導入 に 関し て 、 風力 発電 、 地 熱発 電 の ポテ ン 
シャ ル が な いた め 太 陽光 発電 の 導入 を 進め て いる 。 


(2) 温室 効果 ガス 排出 の 実態 
堺 市 域 か ら 排出 され る 2018 年 度 の 温室 効果 ガス は 605 万 t-C0。 と 2013 年 度 と 比較 し 、141 万 
t-CO。 (18.996) の 削減 で ある 。 部 門別 で は 、 産 業 部 門 は 2014 年 度 に 増加 する が 、2015 年 度 以降 

は 大 幅 な 減少 傾向 で ある 。 家 庭 部 門 、 業 務 部 門 は 2013 年 度 か ら 大 幅 な 減少 傾向 で ある 。 ま た 、 
運輸 部 門 は 2014 年 度 に 増加 する が 、2015 年 度 以降 は 緩やか な 減少 傾向 と な っ て いる 。 一 方 、 廃 
棄 物 部 門 及び フロ ン 類 は 2013 年 度 以降 増加 傾向 で ある 。 
部 門別 の 構成 比 は 、 産 業 部 門 が 全体 の 45.79% と 大 部 分 を 占め て お り 、 全 国 平均 と 比較 し て も 高 
い 値 で ある 。 
市 域 か ら 排出 され る 温室 効果 ガス 合計 > 


単位 ( 千 t-CO5) 


2013 2014 2015 2016 2017 光 果 ガス 
年 度 年 度 年 度 年 度 年 度 構成 比 

エ | エネ ルギー 転換 部 門 119 120 130 122 105 1.896 

産業 部 門 3, 536 3, 546 3, 306 3, 100 2, 969 45. 79% 

| 運輸 部 門 1, 143 1.175 1.106 1.107 1.107 17. 8% 

起 | 民生 家庭 部 門 1, 049 1.023 997 921 867 12.596 

民生 業務 部 門 1.073 1, 069 991 934 839 11. 8% 

廃棄 物 部 門 214 224 222 253 235 3. 9% 

二酸化 炭素 計 7, 134 7.157 6, 752 6, 437 6, 122 = 

メタ ン 22 22 24 24 25 

一 酸化 二 窒 素 130 136 140 125 128 6. 59%% 
フロ ン 179 197 214 229 243 

合計 1, 465 7.512 7.130 6, 815 6, 518 100. 0%% 


堺 市 の 事務 事業 か ら 排 出さ れる 2020 年 度 の 温室 効果 ガス は 19.9 万 t-C0。 で ある 。 こ の うち 、 


電力 ・ 熱 な どの エネ ルギー 由来 が 約 7.2 万 t+-C0。、 ご み 焼 却 や 下水 処理 な どの 非 エ ネル ギー 由来 
が 約 12.7 万 t-C0。 と な っ て お り 、 非 エネ ルギー 起源 が 全体 の 約 64% と 大 部 分 を 占め て いる 。 


く 市 の 事務 事業 か ら 排 出さ れる 温室 効果 ガス 合計 > 単位 ( 千 t-CO5) 


2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 二酸化 炭素 

8 年 度 | 年 度 | 年 度 | 年 度 | 年 度 | 年 度 | 年 度 本 成 比 
エネ ルギー 起源 105 89 91 86 85 77 71 36. 296 
非 エ ネル ギー 起源 147 143 135 129 129 129 129 63.896 
合計 245 232 226 215 214 206 200 100.096 


(3) 地域 課題 等 

ー 都 心 エ リア の 魅力 向上 ー 

堺 市 の 人 口 は 、2030 年 に は 80 万 人 を 下回り 、 さ ら 
に 2045 年 に は 70 万 人 を 下回る こと が 推計 され て い 
る が 、 都 市 の 活力 を 維持 、 向 上 させ る た め に は 、 定 
住人 口 の 減少 抑制 だ け で な く 、 交 流 人 口 を 増加 させ 
る こと も 重要 で ある 。 

都心 エリ ア は 、 本 市 随 一 の 中 枢 性 を 有する 心臓 で 
あり 、 シ ン ボ ル で も ある こと か ら 、 新 し い 技 術 や 取 
組 の チャ レン ジ の 場 と し 、 商 業 ・ 業 務 ・ 観 光 ・ 居 住 
な ど 多 様 な 都市 機能 の 集積 や 人 中 心 の ウォ ー カ ブル 
な 空間 形成 や 、 利 便 性 の 高い 移動 環境 の 構築 、 面 的 
な 回 遊 性 の 向上 を 図り 、 多 く の 居 住 者 や 来訪 者 を 惹き 付け 、 滞 留 ・ 交 流す る 賑わい や 魅力 に 浴 れ 
た 都市 へ と 変革 を めざす こと が 必要 で ある 。 


都心 エリ ア 


泉北 ニュ ー タ ウン 


ー 泉 北 ニ ュー タウ ン の 新た な 価値 の 創造 一 

堺 市 の 人 口 は 、2030 年 に は 80 万 人 を 下回り 、 さ ら に 2045 年 に は 70 万 人 を 下回る こと が 推計 
され 、 政 令 指 定 都 市 の 中 で も 比較 的 速い ペー ス で 人 口 減少 が 進む こと が 予想 され て いる 。 人口 構 
成 も 大 きく 変化 し 、 高 齢 化 率 は 2040 年 に 34. 3% と 3 人 に 1 人 が 高齢 者 に な る と 見 込ま れ 、 確 実 
に 高齢 化 が 進む 一 方 で 、 高 齢 者 を 支え る 生産 年 齢 人 口 は 減少 する 。 ま た 、20 歳 代 後半 か ら 40 歳 
代 前 半 の 現役 世代 に 転出 超過 の 傾向 は ある が 、 直 近 で は 20 歳 未満 の 転入 超過 の 傾向 も 見 られ 
る 。 

泉北 ニュ ー タ ウン の 年 齢 階層 別人 口 比率 の 推移 ( 各 年 12 月 末 時 点 ) 
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特に 西日本 最大 規模 の 泉北 ニュ ー タ ウン ( 南 区 ) は 、1960 年 代 後半 以降 に 開発 され た 住宅 地 で 
あり 、 ま ちび らき か ら 50 年 以上 が 経ち 、 公 的 賃貸 住宅 や 公共 イン フラ 等 の 老朽 化 と 相まって 若 
年 層 の 転出 が 進み 、 高 齢 化 率 は 行政 7 区 の 中 で 最も 高い 34. 6% (泉北 ニュ ー タ ウン エリ ア : 

36. 7%) (2021 年 12 月 末 ) と な っ て お り 、 今後 、 さ ら な る 人 口 減少 と 高齢 化 を 迎え る 未来 の 日 本 
の 縮図 と な っ て いる 。 

転出 超過 の 20 歳 代 か ら 40 歳 代 の 世代 の 転入 や 定着 に 向け 、 新 た な 魅力 ある 住宅 の 創出 や 安心 
し て 子ども を 産み 育て られ る 環境 の 形成 が 必要 で ある 。 ま た 、 高 齢 者 を は じ め す べ て の 住民 が 安 
心して 住み 続け て いけ る よう に 、 老 朽 化し た 公共 イン フラ の 再編 と あわ せ た レ ジリ エン ス の 強化 
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1.2 これ まで の 脱 炭 素 に 関す る 取組 


堺 市 は 、 環 境 モ デル 都市 と し て 、「 晴 美 台 エコ モデ ル タ ウ ン 」 を は じ め と し た ZEH の 普及 や 、「 堺 
太陽 光 発電 所 」 の 稼働 を フラ ッ グ シッ プ と し た まち な か ソー ラー 発電 所 の 推進 、 地 場 産業 で ある 
自転 車 の 利用 を 促進 する 「 堺 コミ ュ ニ ティ サイ クル 」 等 に 取り 組ん で きた 。 ま た 、SD6Gs 未来 都市 
と し て 、 企 業 ・ 団 体 ・ 地 域 の 人 た ちと 連携 し 、SDGs 達成 に 向け た 取組 を 推進 する た め 「 さ か い 
SDGs 推進 プラ ッ ト フ ォ ー ム 」 を 立ち 上 げた 。 脱 炭素 先行 地域 で は 、 環 境 モ デル 都市 ・SDGs 未来 
都市 と し て の 取組 を さら に 発展 させ 、 地 域 課題 の 貢献 に 資す る 取組 を 実施 する 。 

【 取 組 名 (事業 名 ) 】 OS 19 2 。 

晴美 台 エ コモ デル タウ ン 


【 取 組 の 目的 】 

全国 の モデ ル と な る 先導 的 な 低 炭 素 ま ち づ く り の 実現 と 、 少 子 高齢 化 が 進む 泉北 ニュ ー タ 
ウン の 再生 の モデ ル と し て 、 晴 美 台東 小学 校 跡 地 を 活用 し 、 再 生 可能 エネ ルギー の 利用 拡大 
と 、 高 効率 な 省エネ 機器 等 を 装備 し た ZEH の 早期 実現 と 普及 を 目的 と する 。 


【 取 組 の 概要 】 
2011 年 度 プロ ポー ザル 方 式 に より 事業 者 選定 『 事 業者 : 大 和 ハ ウス 工業 (株 )』 
2013 年度 まち びら き ※ 全 65 戸 完売 

境 市 役所 


4 | 
・ 戸 建 住宅 全 棟 と 共有 部 分 に 太陽 光 発 電設 備 と リチウム イオ ン 蓄 電池 を 導入 し 、 再 生 可 能 エ 
ネル ギー の 活用 と エネ ルギー の ピー クシ フト を 行い 、 ま た 、 各 住宅 に HEMS を 設置 し て 、 エ ネ 
ルギー の 見 える 化 を 実現 。 
・ 全戸 及び 街 全体 で ZET (ネッ ト ・ ゼ ロ ・ エ ネル ギー・ タ ウン ) を 実現 っ 除 国 初 
(まち びら き 後 の 効果 検証 に お いて も ZET を 実現 ) 
・ 住 民 ア ン ケ ー ト 結果 より 、 以 前 より も 省エネ 意識 が 高まっ た 人 が 約 70%%。 し か し 、 無 理 を 
し て いる と 感じ て いる 人 は いな い 。 ま た 、 子 ども が いる 家庭 の 半数 以上 ( 約 55%) が 環境 に 
つい て 子ども と 対話 し て お り 、 若 年 層 か ら の 環境 意識 の 醸成 に 貢献 。 
・ 国 内 外 か ら 多 数 の 視察 を 受け 入れ 
【 主 な 受賞 歴 (参考 )】 
2013 年 11 月 10 回 エコ プロ ダク ツ 大 賞 エコ プロ ダク ツ 部 門 国土 交通 大 臣 賞 
2016 年 3 月 ジャ パン ・ レ ジリ エン ス ・ ア ワー ド ( 強 勅 化 大 賞 ) 2016 最 優秀 賞 
yy 


ZEH 普及 拡大 に 貢献 


【 取 組 名 (事業 名 ) 】 FT 気候 変動 に 


具体 的 な 対策 を 


堺 太陽 光 発電 所 っ 


【 取 組 の 目的 】 
堺 市 域 へ の 太陽 光 発 電 の 大 幅 な 普及 に 向け た 施策 「 ま ちな か ソー ラー 発電 所 推進 事業 」 の 
フラ ッ グ シッ プ と し て 、 ま た 、 産 業 廃棄 物 埋 立 処分 地 の 有 効 利 用 を 図る こと を 目的 と する 。 


【 取 組 の 概要 】 

堺 市 と 関西 電力 株 式 会 社 と の 共同 事業 ( 堺 市 : 普及 啓発 、 関 西 電力 : 建設 ・ 運 営 ) で ある 
堺 太陽 光 発電 所 の 全 区 画 営業 運転 を 、2011 年 9 月 に 開始 し た 。 発電 出力 は 10MW (1 万 KW 
で 、 電 力 会 社 の 商用 メガ ソー ラー と し て 除 国 初 で あり 、 産 業 廃棄 物 の 最終 処分 場 を 自然 エネ 
ルギー 供給 拠点 へ と 変貌 させ た 点 で も 先駆 的 な 取組 で ある 。 太 陽光 パネ ル は 隣接 する グリ ー 
ン フ ロン ト 堺 の 太陽 電池 工場 で 生産 され た 薄膜 太陽 電池 を 使用 する こと で 、 ラ イフ サイ クル 
全体 で の 温室 効果 ガス 削減 に も 貢献 し て いる 。 

また 、 施 設 に は 物 見 台 を 設け 、 最 終 処分 地 に お ける 地盤 沈下 や 影響 を 考慮 し た 独自 の 太陽 
光 パ ネル 設置 な ど を 紹介 する 展示 物 を 設置 し 、 見 学 ツ アー な ど を 実施 する こと で 、 国 内 外 
か ら 過 去 約 10 年 間 で 約 3 万 人 の 見 学者 が 訪れ た 。 (2021 年 9 月 見 学 終了 ) 

な お 、 こ れ ら の 取組 を 推進 し た 結果 、 市 域 全域 の 農 存 量 が 266MW (「2.2.(1) 」 の 頁 参照 ) 
で ある の に 対し 、130MW の 導入 を 達成 し て いる 。 更 に 、 市 域 面積 あたり の 太陽 光 発電 導入 容 
量 が 868kW/km と 政令 市 誕 位 と な っ て いる 。 


mu 
に し 0 so hE 


【 取 組 名 (事業 名 )】 JoAE 


JO cme 13 Ee 


・ さ か い コ ミュ ニテ ィ サ イク ル 
・ 堺 市 シェ アサ イク ル (実証 実験 ) -w* RE る で > 
【 取 組 の 目的 】 


(さか い コ ミュ ニテ ィ サ イク ル ) 
過度 の 自動 車 利 用 か ら 自 転 車 や 公共 交通 利用 へ の 交通 体系 の 転換 を 促進 し 、 環 境 モ デル 都市 行 
動 計画 に 基づく 都市 構造 の 変革 (モビ リティ ・ イ ノ ベ ー シ ョ ン ) を 推進 する 。 
① CO02 排出 量 を 削減 し 、 環 境 に 優し いま ち づ く り に 寄与 する 。 
② 駅 前 等 放置 自転 車 対策 に 寄与 する 。 
③ 東西 交通 の 交通 軸 強 化 を は じ め と する 市 内 の 総合 的 な 交通 ネッ トワ ー ク を 形成 し 、 観 光 利 用 
等 回 遊 性 向上 に も 寄与 する 。 
【 取 組 の 概要 】 
(さか い コ ミュ ニテ ィ サ イク ル ) 
2010 年 9 月 か ら 「 さ か い コ ミュ ニテ ィ サ イク ル 」 を 開始 し 、 
段階 的 に ポー ト を 増設 し 、 最 大 市 内 8 か 所 の サイ クル ポー ト 2 
(ゲー ト 式 有人 ポー ト 5 か 所 、 ラ ッ ク 式 無人 ポー ト 3 か 所 ) 、 
共用 の 自転 車 770 台 (軽快 車 720 台 電動 アン スト 自転 車 50 台 ) 
を 配置 し 、 サ イク ルポ ー ト 間 な ら ど こ で も 貸出 ・ 返 却 が 可能 な 
コミ ュ ニ ティ サイ クル を 運用 中 。 


駅 サイ クル ポー ト 
※2022 年 3 月 で 事業 終了 予定 2 タート 
SL 
( 堺 市 シェ アサ イク ル ) の 中 下記 上 前 サイ クル ボート 


@ 利 晶 の 杜 内 サイ クル ボー ト (ラッ ク 15 基 ) や 


百舌 鳥 ・ 古 市 古墳 群 の 世界 遺産 登録 に 伴う 来訪 者 等 の 周遊 環境 を 向上 させ る こと な ど を 目的 
に 、2020 年 3 月 か ら 民間 事業 者 と 連携 し IoT を 活用 し た 「 堺 市 シェ アサ イク ル 実 証 実験 」 を 実 
施し て お り 、2022 年 10 月 か ら 本 格 稼働 する 予定 で ある 。 
(2022 年 1 月 現在 : 設置 ボート 89 か 所 、 月 当たり の 利用 実績 約 4 000 回 ) 
『 自 転 車 利 用 環境 に 関す る 取組 』 
還 自 転 車 の 通行 空間 の 連続 性 を 確保 し た ネッ ト ca 
ワー ク を 形成 する こと で 自転 車 に よる 回 遊 性 、 a 
快適 性 を 高め る た め 、 自 転 車 レー ン 等 の ネッ ト 議 本 得 ビ 計 
ワー ク 整 備 を 行っ て お り 、2022 年 度 末 まで に 下請 還 還 | 
50km が 整備 され る 予定 で ある 。 
一 ソ フト 面 で の 自転 車 利 用 の 促進 の 取組 と し て 、 散 走 を 散歩 す る + ? に 楽し 走 ろ 5・ 
推進 し て いる 。 散 走 と は 、「 自 転 車 で 走る こと 」 が 目的 で 


は な く 、「 自 転 車 を 活用 し て 」 散 歩 す る よう に 、 ゆ っ くり 

と 自転 車 で 巡り 、「 歴 史 や 文化 」 に 触れ た り 、「 食 」 を 楽 

し ん だ りす る 自転 車 を 活用 し た 新しい 楽し み 方 で ある 。 

散 走 を 通じ て 、 堺 に 点 在 する 魅力 スポ ッ ト を つなぎ 、 RRB 
回 遊 性 を 高め る 。 


【 取 組 名 (事業 名 )】 
さか い SDGs 推進 プラ ッ ト フ ォ ー ム 


【 取 組 の 目的 】 
中 小 企業 を は じ め と する さま ざま な 企業 や 団体 、 教 育 機関 な ど 幅 広い 主体 が 参画 し 、 


同士 が つなが りな が ら SDGs に 取り 組み 、 地 域 課 題 の 解決 に 向け た 活動 を 行う 。 
会 員数 479 会 員 (2022 年 2 月 10 日 時 点 ) 


【 取 組 の 概要 】 


| PF に 参加 する と … | 


SDGs に 関す る 情報 や 
ヽ に 他 の 会 員 の 取組 、 イベ ント 
SDGs の 推進 コー な ど に つい て 知る こと が で き 


ます 。 
事務 局 ( 堺 市 ) を 互い に 刺激 し 成長 し な 
が 5 SDGs の 取組 を 実践 
で きま す 。 
。 素 信 会 昌 
情報 共有 ・ 発 信 会 員 の 交流 を SDGs に 関す る 各 会 員 
< の 取組 を 市 ホー ムペ ー ジ に 


会 員 が 実施 する 掲載 し ます 。 
8023 DGs に 関す る 勉強 会 で / 共 働 や 共 創 に よる 取組 


企業 


画 事 例 脱 炭 素 型 SDGs 演奏 会 
回 * SDGs を キー ワー ド に 、 自 分 た ちの 思い ・ 希 望 を 実現 する こと で 、 高 校生 の 
的 


SDGs の 理解 や 浸透 を 深め 、 積 極 的 に SDGs ア クシ ョ ン を 起こ し て も らい た い 。 


箇 プラ ッ ト フ ォ ー ム 会 員 同 士 の 協力 に よる 太陽 光 発 電 を 活用 し た 『 ゼ ロカ ー ボ ン 
ロッ ク フ ェ ス 』 を 開催 。 


プチ ZZ < ーー es 
F 『 っ 
再 エ ネ 電 力 ・ 
クリ エイ ショ ン 場所 提供 


(民間 事業 者 ) 


1.3 2030 年 まで に 目指 す 地域 脱 炭 素 の 次 


(1) 目指 す 地 域 脱 炭素 の 姿 
【 目 標 】 
市 域 の 温室 効果 ガス 排出 量 を 2030 年 度 に 2013 年 度 比 509% 以 上 削減 


【 基 本 理念 】 
「 将 来世 代 に 渡っ て 安心 に 暮らせ る 環境 イノ ベー ショ ン 都 市 ・ 堺 


La 


3 つの 方 向 性 】 


! 1. 価値 観 ・ 行 動 の 変容 
! 2. ロッ クイ ン (温室 効果 ガス 排出 固定 化 ) の 抑制 
! 3. 都市 の レジ リエ ンス ( 強 勤 性 ) の 強化 


堺 市 環境 審議 会 堺 市 地球 温暖 化 対策 実行 計画 の 改定 に つい て く 管 申 > ( 令 和 4 年 2 月 1 日 ) より 
3 つの 方 向 性 に 基づく 取組 を 実施 する こと で 、 以 下 の 2030 年 地域 脱 炭素 の 将来 像 を 実現 する 。 


【2030 年 の 将来 像 】 

① 新た な 価値 の 創造 

市 民 ・ 事 業者 等 の 暮らし 方 を 、 こ れ ま で の エネ ルギー 消費 機器 の 選択 や 使い 方 な どの 省エネ ル 
ギー 対策 に 留まる こと な く 、 建 物 自体 を 高 気 密 ・ 高 断熱 、 長寿 命 化 を 進め る こと で エネ ルギー の 
自給 自足 を めざす ZEH・ZEB の 普及 や 、 再 生 可能 エネ ルギー を 使用 する 「 再 エネ 100% 電 力 」 な 
どの 導入 を 推進 する 。 また 、 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 拡大 に 伴い 新しい 生活 様式 に 移行 する な 
か 、 経済 活動 及び 市 民生 活 の あら ゆる 場面 に お いて 、 市 民 ・ 企 業 自 ら が 脱 炭 素 製 品 ・ サ ービス や 
テレ ワー ク な どの 新しい ライ フス タイ ル ・ ビ ジネス スタ イル を 選択 で きる よう 積極 的 に 情報 を 
発信 する こと で 、 快 適 で 質 の 高い 脱 炭 素 型 ライ フス タイ ル ・ ビ ジネス スタ イル が 実現 し て いる 。 


② 活力 と 魅力 あふ れる エリ ア の 形成 

移動 の 脱 炭素 化 に 向け て 、EV 等 の 次 世代 自動 車 な ど へ の 転換 、 環 境 負荷 の 少な い 行動 の 実践 
に 向け た 自転 車 の 活用 や MaaS な ど ICT を 活用 し た 取組 が 進み 、 人 と 公共 交通 が 主体 の ウォ ー カ ブ 
ル な 空間 形成 や 、 利 便 性 の 高い 移動 環境 の 構築 、 面 的 な 回 遊 性 の 向上 を 図る こと で 多く の 居住 
者 や 来訪 者 を 惹き 付け 、 滞 留 ・ 交 流す る 賑わい や 魅力 に 溢れ た エリ ア の 形成 が 進ん で いる 。 


③ 環境 と 経済 の 好 循 環 
産業 都市 で ある 堺 市 の 特徴 と 強み を 最大 限 に 活か し 、 イ ノ ベ ー シ ョ ン の 早期 実現 を 後押し 
し 、「 環 境 と 経済 の 好 循 環 」 を 生み 出す た め の 取 組 が 実現 し て いる 。 


(2) 脱 炭 素 先行 地域 の 概要 

20 年 後 の 堺 が めざす べき 将来 像 を 示し た 「 堺 グラ ンド デザ イ 
ン 2040」 や 今後 5 年 間 に 本 市 と し て 取り 組む べき 方 向 性 を 示し 
た 都市 経営 の 基本 計画 で ある 「 堺 市 基本 計画 2025」、2050 年 を 
目途 と し た 長期 的 な 環境 の 将来 像 を 示し た 「 堺 環境 戦略 」 で 掲げ 
る エリ ア 設 定 に 準じ て 、 民 生 部 門 を メイ ン と し 、 エ ネル ギー 順 要 
が 大 きい 「① 都 心 エ リア 」、「② 泉 北 ニ ュー タウ ン エ リア 」 を ベー 
ス に 、(1) で 示し た 3 つの 方 向 性 に 基づき 脱 炭 素 施 策 に 取り 組 
み 、1.1 (3) で 示し た 「 都 心 エ リア の 魅力 向上 」、「 泉 北 ニ ュー タ 
ウン の 新た な 価値 の 創造 」 に 貢献 する 。 特に 、① 都 心 エ リア で は 
公共 施設 群 と 交通 、 泉 北 ニ ュー タウ ン で は 「 ぐ の @-1 泉ヶ丘 エリ ア 」 に お ける 公共 施設 群 及 び 「②-2 
公 的 賃貸 住宅 活用 地 エ リア 」 に 新た に 創出 され る 住居 を 対象 と する 。 また 、 電力 の 不足 分 を 供給 す 
る 「③ オ フサ イト エリ ア 」 も 対象 と する 。 電力 需要 の 大 きい エリ ア の 電力 を で きる 限り 市 内 の 再 エ 
ネ ポ テン シャ ル で 賭 う 地産 地 消 モ デル を 構築 する こと に より 、 脱 炭素 が 達成 困難 な 都市 部 に お け 
る 追加 性 の ある 再 エ ネ 電 力 の 活用 を 全国 に 展開 し 、 日 本 全体 の 脱 炭 素 の 実現 に 貢献 する 。 


③ 都 心 エ リア 


②-1 
泉 ケ 丘 エ リア 
②-2 
公 的 賃貸 住宅 
活用 地 エ リア 


① 都 心 エ リア 

シン ボリ ッ ク な 建築 物 で あり 、 同 等 規模 ( 延 床 面積 約 76, 000m*) の 公共 施設 で は 事例 の 少な い 市 
庁舎 の ZEB 改修 (ZEB Oriented) を 実施 する こと で 、 市 の 率先 的 な 脱 炭 素 へ の 姿勢 を 示し 市 民 ・ 事 
業者 の 環境 意識 を 醸成 する 。 また 、 都 心 エ リア に 位置 する 公共 施設 は 文化 観光 施設 や 教育 施設 が 多 
く 、 こ の よう な 施設 で 率先 し て 太陽 光 発 電設 備 ・ 蓄 電池 の 導入 等 の 脱 炭 素 施策 を 実施 する こと で 、 
子ども を は じ め と する 市 民 や 観光 客 に 対す る 訴求 性 を 高め 、2030 年 以降 に 向け て 効果 的 に ライ フ 
スタ イル の 変容 を 促し 、 さ ら に 自立 分 散 型 電源 に よる 防災 効果 の 向上 を 図る 。 

さら に 、 都心 エリ ア に お いて 、 公共 交通 の 電化 を は じ め 、 次 世代 モビ リティ や シェ アサ イク ルポ 
ー ト 、EV ステ ーション な どき を 効果 的 に 導入 し 、 周 遊 性 の 向上 や ウォ ー カ ブル な 都市 空間 の 形成 を 
めざす 「 堺 ・ モ ビリ ティ ・ イ ノ ベ ー シ ョ ン (SMI) プロ ジェ クト 」 を 推進 する 。 


②-1 泉ヶ丘 エリ ア 

駅 周辺 施設 再開 発 に 合わ せ 太 陽光 発電 設備 の 導入 や ガス コー ジェ ネ レ ーション に よる 省エネ を 
行う 。 また 、 地域 冷暖 房 施設 が リニュ ー ア ル の 時 期 を 迎え る た め 、 地域 冷暖 房 施設 の リニュ ー ア ル 
と 連携 し 、 民 間 施 設 ・ 公 共 施 設 の 脱 炭 素 化 と レジ リエ ンス 強化 を 同時 実現 する 。 


②-2 公 的 賃貸 住宅 活用 地 エ リア 

府営 住宅 の 建 替え 等 に よる 集約 と 併せ て 創出 され る 活用 地 の う ち 先 行 地域 の 対象 と する 活用 地 
に お いて 、 新た に 供給 され る 住宅 を 、 戸建て 住宅 の 場合 は 次 世代 ZEH+ 以 上 、 集合 住宅 の 場合 は ZEH 
ーM 0riented 以上 の 高 性 能 住宅 と し 、 大 陽光 発電 設備 と 蓄電 池 を 最大 限 導入 する 。 先導 的 な 取組 
を 伴う 住宅 供給 を 行う こと で 、 泉 北 ニ ュー タウ ン に 関心 が 集まり 、 若 年 世代 等 の 新た な 層 の 誘引 に 
繋が り 、 ま た 断熱 性 能 の 高い 建築 物 に する こと で 、「SDGs の 達成 」 や 「 健 康 で 長生 き で きる 都市 」 
の 実現 に 繋が り 、 泉 北 ニ ュー タウ ン を 「 持 続発 展 可能 な まち 」 と し て いく こと に 頁 献 する 。 
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都心 ・ 泉 ヶ 丘 エリ ア の 電力 需要 を 由 う に は 、 太陽 光 発 電 の 自家 消費 (オン サイ ト ) で は 不足 する 
た め 、 市 内 事業 者 の 施設 や た め 池 等 の 「③ オ フサ イト エリ ア 」 に 太陽 光 発 電設 備 を 設置 し 、 そ の 余 
剰 電 力 等 を 小売 電力 会 社 (アグ リ ゲ ー タ ー) が 先行 地域 へ 供給 する 。 また 、 当該 市 内 事業 者 は 、「( 仮 
称 ) エネ ルギー 地産 地 消 先導 企業 」 と し て 、 将 来 の 地域 脱 炭素 推進 に 向け た 取組 に 協力 する 。 

4 つの エリ ア (① 都 心 、②-1 泉ヶ丘 、②-2 公 的 賃貸 住宅 活用 地 、③ オ フサ イト ) と 一 体 的 に 、 
その 効果 を 高め る た め 、 大 阪 府 が 整備 予定 の 広域 都市 0S (ORDEN (オル デン ) ) 活用 の パイ ロッ ト 
モデ ル と し て 、 ナ ッ ジ と ポイ ント (イン セン ティ ブ ) を 用 いた 環境 行動 変容 促進 事業 を 実施 する 。 

2050 年 の 脱 炭 素 化 に 向け より 効果 的 な 取組 を 円 滑 に 推進 する た め 、「 さ か い SDGs 推進 プラ ッ ト 
フォ ー ム 」 や 「SENBOKU スマ ー ト シテ ィ コ ン ソ ー シ ア ム 」 と 連携 し 、 事 業者 中 心 の 取組 の 検討 ・ 実 
施 や 参画 団体 相互 の 交流 ・ 情 報 交 換 を 行う 。 


(3) 改正 温 対 法 に 基づく 地方 公共 団体 実行 計画 の 策定 又は 改定 

2050 年 カー ボン ニュ ー ト ラル の 実現 を 含む 長期 的 な 環境 の 将来 像 な ど を 掲げ る 「 堺 環境 戦略 」 
を 2021 年 に 策定 し 、 地 球 温暖 化 対策 実行 計画 は 本 戦略 の 部 門 計 画 と し て 位置 付け て いる 。 

【 事 務 事業 編 】 

・ 堺 市 地球 温暖 化 対策 実行 計画 (事務 事業 編 ) を 2014 年 7 月 に 策定 

計画 期間 : 2014 年 度 か ら 2020 年 度 まで 

削減 目標 : 2020 年 度 に 1990 年 度 比 3096 削 減 


・ 区 域 施策 編 と 統合 し 、2022 年 8 月 に 改定 予定 

計画 期間 : 2022 年 度 か ら 2030 年 度 ま で 

削減 目標 : 2030 年 度 に 2013 年 度 比 50% 削 減 

取組 概要 : 建築 物 の 省エネ ルギー 対策 の 徹底 と し て 、ESCO 事業 や リー ス な どの さま ざま な 契約 
手法 を 活用 し た 照明 設備 の LED 化 や 省エネ ルギー 改修 を 進め る 。 ま た 、 新 築 建 築 物 
に 関し て 広義 の ZEB 化 を めざし て いく 。 再生 可 能 エ ネル ギー の 最大 限 の 導入 と し 
て 、 初 期 投 資 ゼ ロ ・ 第 三 者 所 有 モ デル の PPA な どの 手法 を 活用 し て 太陽 光 発 電設 備 
を 導入 する 。 さ ら に 、 再 生 可 能 エ ネル ギー の 利 活用 と し て 、 再 生 可能 エネ ルギー 
100% 電 気 に 切り 替え る 。 


【 区 域 施策 編 】 

・ 堺 市 地球 温暖 化 対策 実行 計画 (区 域 施策 編 ) を 2017 年 8 月 に 策定 
計画 期間 : 2017 年 度 か ら 2030 年 度 まで 
削減 目標 : 2030 年 度 に 2013 年 度 比 27% 削 減 


・ 事 務 事 業 編 と 統合 し 、2022 年 8 月 に 改定 予定 
計画 期間 : 2022 年 度 か ら 2030 年 度 まで 
削減 目標 : 2030 年 度 に 2013 年 度 比 50% 削 減 
取組 概要 : 市 民 ・ 事 業者 の 脱 炭 素 型 の ライ フス タイ ル ・ ビ ジネス スタ イル の 変革 を めざす 。 建築 
物 に 関し て は 、ZEH・ZEB の 普及 ・ 啓 発 を 進め 、PPA を 含む あら ゆる 手法 を 活用 し 、 再 
生 可 能 エ ネル ギー の 導入 を 促進 する 。 また 、 企 業 に 対し て は 、 エ ネル ギー の 使用 の 合 
理化 等 に 関す る 法律 等 の 対象 で ある 大 規模 工場 に 対し 、 今後 の 制度 化 が 想定 され る カ 
ー ボ ンプ ライ シン グ (排出 権 取 引 や 炭素 税 等 ) を 踏ま え 自主 的 な 脱 炭 素 化 を 促す 。 ま 
た 、 サ プラ イチ ェ ー ン 全体 で の 脱 炭 素 化 の 流れ を 踏ま え 、 技 術 的 ・ 経 済 的 に 脆弱 な 中 
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小 企業 を 支援 する こと で 、 脱 炭素 経営 を 推進 する 。 運輸 部 門 に 対し て は 、 安 全 で 利便 
性 の 高い 自転 車 の 利用 環境 を 引き 続き 整備 し 、 都心 エリ ア 全 体 を 活性 化す る 「 堺 ・ モ 
ビリ ティ ・ イ ノ ベ ー シ ョ ン (SMI) プロ ジェ クト 」 を 実施 する 。 
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(4) 改正 温 対 法 に 基づく 促進 区 域 の 設定 方 針 

環境 省令 や 大 阪 府 が 定め る 促進 区 域 の 設定 に 関す る 基準 ( 国 に より 今後 公表 され る ガイ ドラ イ 
ン を 踏ま え 検 討 予 定 ) に 注視 し 、 公 有 地 ・ 公 共 施 設 等 の 利用 募集 ・ マ ッ チ ング を 進め る べく 、 活 
用 を 図り た い 公 有 地 ・ 公 共 施設 を 促進 区 域 と し て 設定 する 予定 で ある 。 ま た 、 地 域 住民 その 他 利 
害 関係 者 の 意見 を 反映 させ 、 円 滑 な 地域 合意 を 図り 、2025 年 まで に 設定 する 予定 で ある 。 


(5) 2050 年 まで に 目指 す 地 域 脱 炭 素 の 姿 

堺 市 は 、2021 年 3 月 に 、2050 年 カー ボン ニュ ー ト ラル を めざす こと を 含む 「 ゼ ロカ ー ボ ン シ 
ティ 」 及び 「 気 候 非 常 事態 宣言 」 を 表明 し た 。 本 表明 を 踏ま え 、 今 年 度 「 戴 市 地球 温暖 化 対 策 実 
行 計画 」 の 改定 に 着手 し 、 本 市 環境 審議 会 答申 を 踏ま え 、2022 年 8 月 策定 予定 で ある 。 

本 計画 で は 、 市 民生 活 、 事 業 活動 、 交 通 の 視点 な ど 、 様 々 な アプ ロー チ で 2050 年 の 脱 炭 素 の 
次 を 示し て いる 。 


新型 輸送 サー ビス 等 


EE 
ュー ル * 
a その 他 交 通 機関 


LNG 水 素 混焼 発電 


oo mi 


に 


社会 
市 民 
生活 


サス テ ナ ブ ル な 
商業 活動 /: 消 費 活動 


Mi 
再 エ ネ 10096 
補記 


に ー 
1 


緑化 に よる CO2 吸 収 木材 利用 


| 


事業 活動 
・ 環境 性 能 が 高く 、 健康 ・ 快 適 で 、 エ ネル ギー を 自給 自足 する オフ ィ ス や ビル (ZEB) ・ 使 用 量 以上 の エネ ルギー を 生み 出す 環境 性 能 の 高い 住宅 (ZEH) に より 、CO。 を 
発生 し な い 環 境 と な っ て いる 。 


が 標準 化 され 、 事 業 活 動 に よっ て CO。 を 発生 し な い 環 境 と な っ て いる 。 生 し な い 環 堪 と な つて いる Na a 

・ 大 量 生産 ・ 消 費 の ビジ ネス モデ ル か ら 脱 却 し 、 市 民 が サス ティ ナブ ル な 製品 や 活動 | | ・ 人 事業 千 の ァ ジタル 化 な と に より 、 時 間 但 所 に と ら わ れ な い 働き 方 テレ ワー 
、 mt ク 等 ) が 定着 し て いる 。 

商人 和 人 ・ 市 民 の 環境 意識 が 頭 成 され 、 ご み の 減量 化 や 資源 人 環 さ れ て いる 。 

・ サ ステ ィ ナ ブル な ど 環 境 に 配慮 し た 消費 行動 を 実施 し て いる 。 


交通 
・EV、FCV の 充填 イン フラ が 整備 され 、ZEV が 一 般 普 及 し て いる 。 
・ 所 有 か ら シ ェ ア へ 意識 ・ 行 動 が 変容 され 、 市 民 ・ 事 業者 が 気軽 に シェ アリ ング 


サー ビス を 利用 し て いる 。 
・ 自 動 運 転 や AI 等 の 新 技術 を 活用 し た 高度 な 交通 シス テム の 構築 な ど に より 、 移 動 
が より 効率 的 で 快適 に か っ て いる 。 
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2. 脱 談 素 先行 地域 に お ける 取組 


2.1 対象 と する 地域 の 概況 (位置 ・ 範 囲 、 エ ネル ギー 需要 家 の 状 況 ) 


(1) 位置 ・ 範 囲 

堺 市 域 の うち 、 主 に ① 都 心 エ リア 、② 泉 北 ニ ュー タウ ン エ リア に て 実施 する 。 さ ら に ② 泉 北 ニ ュ 
ー タ ウン エリ ア は ぐ ②-1 泉ヶ丘 エリ ア 、②-2 公 的 賃貸 住宅 活用 地 の 一 部 に て 、 エ リア 特性 に 合わ せ 
た チャ レン ジ を 推進 する 。 ま た ① 都 心 エ リア 、② 泉 北 ニ ュー タウ ン エ リア で の 脱 炭 素 の 取組 の 補完 
と し て ③ オ フサ イト エリ ア に お ける 重点 的 取組 を 推進 する 。 具 体 的 に は 別 添 資料 1 の 地図 の と お 

り 。 


【 エ リア 設定 の 根拠 】 

脱 炭素 先行 地域 は 、 そ こ で の 取組 が 市 域 全体 に 波及 する た め の 最 初 の ビ ピース と な る こと を めざし 
て 設定 する 必要 が ある 。2050 年 カー ボン ニュ ー ト ラル を 目標 と し て 策定 し た 「 堺 環境 戦略 」 で は 、 
堺 市 の 全て の 計画 の 上 位 計画 で ある 「 堺 グラ ンド デザ イン 2040」「 堺 市 基本 計画 2025」 で 掲げ る 将 
来 イ メー ジ の 設定 に 準じ て 、「 都 心 エ リア 」「 産 業 集積 」「 ス マー トシ ティ 」「 イ ノ ベ ー シ ョ ン 拠 点 」 
で の ある べき 姿 を 示し て いる 。 こ の 4 つの イメ ー ジ の うち 民生 部 門 を メイ ン と し 、 エ ネル ギー 需要 
が 大 きい 「③ 都 心 エ リア 」 と 「 ス マー トシ ティ 」 の 重点 エリ ア で ある 「② 泉 北 ニ ュー タウ ン エ リ 
ア 」 に て 、 先 進 的 か つ 重 点 的 に 取り 組む 。 


まず 、① 都 心 エ リア は 、 中 世 の 環 涯 都市 の 面影 を 残す 歴史 的 に も 居住 ・ 商 業 ・ 観 光 機 能 が 集積 し 
た エリ ア 。 そ の 本 市 を 代表 する シン ボル 的 な エリ ア に て 、「 堺 ・ モ ビリ ティ ・ イ ノ ベ ー シ ョ ン 
(SMI) プロ ジェ クト 」 を は じ め と する 取組 を 、 積 極 的 か つ 果 敢 に チャ レン ジ す る こと で 、 脱 炭素 
に 向け た 住民 の 意識 変革 、 行 動 変 容 を 促す こと が 可能 と な る 。 

また 、 都 心 エ リア に お ける 本 庁舎 の ZEB 改修 は 、 既 設 庁舎 で 全国 最大 で あり 、 大 幅 な CO2 削減 が 
期待 で きる 。 ま た 、 高 層 建 築 物 の ZEB 化 は 事例 が 少な く 、 本 市 が 先行 し て 全国 に 成果 を 示す こと 
で 、 都 市 部 の 公共 施設 の みな ら ず 、 民 間 の 既存 ビル の 脱 炭 素 の モデ ルケ ー ス と な る こと が 期待 で き 
る と いう 点 で 大 き な 意 義 が ある 。 

次 に ⑦② の 泉北 ニュ ー タ ウン エリ ア は 、 ま ちび らき か ら 50 年 以上 が 経過 し た 西日本 最大 規模 の ニ 
ュー タウ ン で あり 、 現 在 約 11.6 万 人 が 居住 す も る エリ ア 。 全 国 の ニュ ー タ ウン と 同じ く 、 計 画 的 に 
整備 され た 優れ た 住 環境 を 有 し な が ら 、 著 し い 高 齢 化 と イン フラ の 老朽 化 に 直面 し て いる 。 高齢 化 
へ の 対応 と 並行 し 、 若 年 人 口 の 増加 を 促す な ど 、 持 続 的 に 発展 可能 な エリ ア と な る よう 、 新 た な エ 
リア の デザ イン が 必要 と な っ て お り 、2021 年 に 、 泉 北 ニ ュー タウ ン の 10 年 後 の 将来 像 を 示し た 
「SENBOKU New Design」 を 策定 し た 。 さ ら に その 実現 に 向け 「SENBOKU スマ ー ト シテ ィ 構 想 」 を 発 
表し 、 住 民 の 生活 の 質 の 向上 を 目的 に 、 ヘ ルス ケア 、 モ ビリ ティ 、 エ ネル ギー な どの スマ ー ト シテ 
ィ を 重点 的 に 推進 し て いる 。 

この 泉北 ニュ ー タ ウン エリ ア が 脱 炭 素 の 先行 地域 と な る こと で 、 住 民 の 生活 の 質 が 向上 し 、 か つ 
地域 課題 の 解決 が 実現 する 。 さ ら に 、 ま ちび らき か ら 50 年 以上 を 経た 泉北 ニュ ー タ ウン エリ ア 
が 、 こ れ か ら の 50 年 を リー ド す る 新た な 持続 可能 な エリ ア に 生ま れ 変 わる 。 加 えて 、 日 本 全国 で 
直面 し て いる ニュ ー タ ウン 問題 の モデ ルケ ー ス と し て 、 全 国 へ の 横 展 開 が 可能 と な る 点 が 、 大 き な 
意義 と 考え る 。 

特に その 中 で も 、 ス ピー ド 感 を も っ て 合意 形成 を 図る た め 、 次 頁 以 降 の 都心 エリ ア と 泉北 ニュ ー 
タウ ン エ リア の 2 つの エリ ア と 、 そ れ を 補完 する オフ サイ ト エ リア を 脱 炭 素 先行 地域 と 設定 する 。 
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4 エリ ア の 将来 イメ ー ジ (左側 2 エリ ア で の 取組 の 一 部 を 脱 炭 素 先行 地域 に 位置 付け ) 


都心 エリ ア の イメ ー ジ 


イノ ベー ショ ン 拠 点 イ メー ジ 


(出典 : 堺 環境 戦略 ) 
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① 都心 エリ ア (類型 : 公共 施設 群 十 交通 ) 

都心 エリ ア で は 、 堺 東駅 々 堺 駅 間 を 結ぶ 大 小路 筋 沿い を 
中 心 に 様々 な 公共 公益 施設 や オフ ィ ス ビル が 建ち 並ん で お 
り 、 そ の うち 公共 施設 で ある 下記 8 施設 に つい て 、 施 設 の 
特性 に 応じ 、 省 エネ 化 や 自家 消費 型 太陽 光 発 電設 備 等 の 導 
入 を 行う 。 特 に 、 市 庁舎 (本 館 ・ 高 層 館 ・ 堺 保健 セン ター 
の 3 棟 で 構成 。 延 床 面積 約 76, 000m?) は ZEB 改修 (ZEB 
Oriented) を 実施 する 。 さ ら に 、 太 陽光 発電 設備 の 自家 消 
費 (オン サイ ト ) で は 需要 を 賭 え な いた め 「③ オ フサ イト 

エリ ア 」 に 導入 する 太陽 光 発 電設 備 で 発電 し た 電気 を 、 フ 
ィ ジ カル PPA に より 小売 電力 会 社 と の 相対 契約 で 供給 し 、 
さら に バー チャ ル PPA に より 環境 価値 を 調達 する 。 

また 、 大 小路 筋 を 中 心 と し て 、 公 共 交 通 の 電化 、 電 動 の 
次 世代 モビ リティ 等 の 利用 促進 に よる 脱 炭 素 へ の 貢献 、 自 
動 運転 技術 の 活用 に よる バリ アフ リー な 乗降 や スム ー ズ な 
走行 、 安 全 性 の 向上 な ど 、 利 便 性 向上 に よる マイ カー か ら 公 共 交 通 へ の 利用 転換 、 居 心地 の 良い 
スポ ッ ト の 創出 な ど に よる 人 中 心 の ウォ ー カ ブル な 都市 空間 の 形成 な ど を 図る 「 堺 ・ モ ビリ テ 
ィ ・ イ ノ ベ ー シ ョ ン (SMI) プロ ジェ クト 」 を 推進 する 。 


【 対 象 施設 】 
施設 名 称 用 途 主 な 取組 
本 庁舎 市 役所 ZEB 改修 
ー 条 通 立 体 駐車 場 駐車 場 太陽 光 発 電 ・ 


蓄電 池 導 入 


フェ ニー チェ 堺 | 芸術 文化 ホー ル | 太陽 光 発電 導入 


さか い 利 唱 の 杜 文化 観光 拠点 | 太陽 光 発 電導 入 


堺 伝統 産業 会 館 文化 観光 拠点 | 再 エネ 電力 調達 


熊野 小学 校 小学 校 LED 化 
市 小学 校 小学 校 LED 化 
殿 馬場 中 学校 中 学校 LED 化 


半 ・ EE イノ ベー ショ ン (SMI) プロ ジェ クト 」 


公共 交通 の 電化 、 自 動 運 転 技 術 の 活用 V2X の 促進 
居心地 の 良い スポ ッ ト の 創出 


シェ アサ イク ル : 
9 信和 
: が AN 環 。 駅 
次 世代 モビ リティ の 一 例 ※2021.3.27 実施 の 次 世代 モビ リティ 大 集合 in 堺 より tS eee 


面 的 な 回 遊 性 の 向上 
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② 一 1 泉ヶ丘 エリ ア (類型 : 公共 施設 群 ) 

高度 経済 成長 期 の 住宅 需要 に 応え る た め 、 泉 北 ニ ュー タウ ン 内 に 大 規模 な 計画 的 市 街 地 と し て 整備 さ 
れ た エリ ア で ある 。 地域 冷 暖房 に よる エリ ア へ の エネ ルギー 供給 を 実施 し て お り 、 今 回 対象 と し て いる 
の は エネ ルギー 供給 先 の 3 施設 及び エネ ルギー 供給 施設 で ある 。「③ オ フサ イト エリ ア 」 に 導入 する 太 
陽光 発電 設備 で 発電 し た 電気 を 、 フ ィ ジ カル PPA に より 小売 電力 会 社 と の 相対 契約 で 供給 し 、 さ ら に バ 
ー チ ャ ル PPA に より 環境 価値 を 調達 する 。 


【 対 象 施 設 】 
施設 名 称 用 途 主 な 取組 
堺 市 南部 地域 整備 ー 
事務 所 事務 所 LED 化 
泉ヶ丘 市 民 セ ンタ ー | 市 民 セ ンタ ー LED 化 
ビッグバン 児童 厚生 施設 | 省エネ 改修 
泉北 エネ ルギー | 吉 供 給 施 設 | 設備 改修 
セン ター 


② 一 2 公 的 賃貸 住宅 活用 地 エ リア (類型 : 住宅 街 ・ 団 地 (戸建て 中 心 )) 

泉北 ニュ ー タ ウン は 1967 年 の まち びら きか ら 50 年 以上 が 経ち 、 住 宅 や 公共 施設 の 老朽 化 が 進行 し 、 
特に 公 的 賃貸 住宅 は その 約 9 割 が 築 40 年 以上 経過 し て いる こと か ら 、 府 営 住 宅 に お いて は 、 今後 、 順 
次 建 替 等 に よる 建築 物 の 更新 ・ 集 約 が 進む 予定 で あり 、 併 せ て 活用 地 が 創出 され 、 新 た な 住宅 ・ 建 築 物 
の 供給 が 進ん で いく 。 

今 役 、 コ ロナ 後 の 新しい 生活 様式 に 移行 する な か 、 経 済 活 動 及 び 市 民生 活 の あら ゆる 場面 に お いて 、 
快適 で 質 の 高い 脱 炭 素 型 ラ イフ スタ イル ・ ビ ジネス スタ イル へ の 移行 を めざす 。 

今回 、 エ リア 全体 の ゼロ エネ ルギー タウ ン へ の 展開 に 繋が る エリ ア と し て 、 大 阪 府 と 連携 し て 住宅 の 
導入 を 想定 し て いる 活用 地 を フィ ー ル ド と し 、 先 導 的 な 取組 を 伴う 住宅 供給 を 行う こと で 、 泉 北 ニ ュー 
タウ ン に 関心 が 集まり 、 若 年 世代 等 の 新た な 層 や 脱 誠 素 ・ 環 境 に 関心 が ある ひと や 企業 の 誘引 、 コ ミュ 
ニテ ィ の 形成 に つなげ 、 住 民 の 脱 炭 素 に 向け た 意識 向上 な ど SDGs 達成 と 地域 課題 の 同時 解決 を 図る 。 


【 取 組 内 容 】 
建 替 等 に より 創出 され た 活用 地 に 次 世代 ZEH+、ZEH-M Oriented 以上 の 住宅 を 建築 する 。 


府営 住宅 等 2 き 。 
NR と ・ 
NO i 


全戸 次 世代 ZEH+ 
ZEH-M Oriented 


ZET+ を 複数 箇所 実現 


» < 


※ZET… ネ ッ ト ・ ゼ ロ ・ エ ネル ギー・ タ ウン 


の | 


ー 


B は の | 
ヽ ペ きき 


事業 え スキー ム は 以下 の と お り 。 
a 夫 市 ts 


連携 人 


売却 条件 


大 阪 府 
「 次 世代 ZEH+ 」 
「ZEH-M Oriented」 


【 対 象 活用 地 】 
EN 以下 の 対象 活用 地 の 内 、4. 7ha を 想定 
想定 戸数 は 戸建て 住宅 180 戸 、 集 合 住宅 300 戸 
※ た だ し 、 実 際 の 創出 戸数 ・ 再 エネ 創出 量 に つい て は 、 活 用 地 売 却 公募 落札 事業 者 の 提案 に よる 。 


活用 地名 称 面積 (予定 ) 

境 市 南 区 原山 台 3 丁 ( 縁 道 沿道) 2.0 ha 
堺 市 南 区 原山 台 5 丁 1.1 ha 
堺 市 南 区 晴美 台 第 4 1.7 ha 
堺 市 南 区 竹 城 合 第 3 1.3 ha 
堺 市 南 区 高倉 台 セ ンタ ー 1.6 ha 
堺 市 南 区 宮山 台 第 2 1.8 ha 
堺 市 南 区 御池 台 2 丁 0.6 ha 

合計 10.1 ha 


※ 残 り の 5.4 ha も 脱 炭 素 先行 地域 に な る 可能 性 あり 。 


泉北 ニュ ー タ ウン 公 的 賃貸 住宅 活用 地 


府営 同 美 台 第 4 (1.7ha) 


府 党 宮山 台 第 2 (1.8ha) \| [コン セプト 】 

【 コ ン セ アト 】 \ 区 環境 配 路 型 の 先導 的 な 戸 妹 
要 に 困 よ れ た 域 者 配 填 型 の ) 先 ) ' ーー * ミ て 住宅 地 の 形 成 

層 抽 な 戸 生 て 住宅 地 の 形 語 6 の 6 Ti ーー L 


府営 竹 載 台 第 3 (1.3ha) 
【 コ ン セ ブ ト ]】 | 
若年 ・ 子 育 c 世 帯 の ライ フ - 


府営 夏山 台 5 丁 (1.1ha) 

【 コ ン セ プ ト 】 県 ( 
アク ロス モー ル 把 接 立地 を 

活か し た 〒 吾 て 世帯 向け 件 禄 作 」 た a 。 
補 の 導入 府営 失 池 台 2 丁 (0.Gha) 

ああ || コンセプト] 

| 也 境 配 隙 型 の 先 問 的 な 戸 争 

| て 御幸 の 形成 


府 堂 住 補 
UR 賀 貨 住宅 

麻 公 持 賃 筑 往 宅 
共同 住宅 ( 持 穴 
本 


府営 原山 苔 3 丁 (LE1.0na、 市 1.0ha) 


LT tim 


【 コ ン セ ブ ト 】 比 ・ ET ャ 
緑 件 に 間 か れ た 環 尺 本 店 型 の 先導 | 
的 尽 貴 建て 信 宅 地 の 形 成 | 眉 語 科 炭 考 展 祖 洒 用 

(内 4 Sna 地域 
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③ オ フサ イト エリ ア 

①、② の エリ ア は 電力 需要 の 大 きい 駅 周辺 施設 で あり 、 オ ン サ イト に よる 再生 可能 エネ ルギー の 自 
家 消費 で は 賭 う こと が で き な い 。 市 域 の 再 エ ネ ポ テン シャ ル を 最大 限 活用 する た め 、 オ フサ イト エリ 
ア に 太陽 光 発 電設 備 を 導入 する 。 
太陽 光 発 電設 備 を 導入 する 場所 に つい て は 、 市 内 事業 者 が 有する 施設 の 屋根 (以下 「 民 間 施 設 屋根 」 
と 言う 。) や た め 池 な ど を 想定 し て いる 。 公募 に より 選定 し た 民間 施設 屋根 に 太陽 光 発 電設 備 を 設置 
し 、 余 剰 電力 等 を 小売 電力 会 社 (アグ リ ゲ ー タ ー) が 東 ね 、 公 共 施設 へ 供給 する 。 

また 、 選 定 さ れ た 市 内 事業 者 は 、 市 と 地域 脱 炭素 に 関す る 協定 を 締結 し 「( 仮 称 ) エネ ルギー 地産 地 
消 先導 企業 」 と し て 、 将 来 の 地域 脱 炭 素 推進 の 呼び 水 と な る よう 、 市 の 取組 に 協力 する 。 具 体 的 に 
は 、 将 来 的 に 市 が 構築 を めざし て いる エネ ルギー 地産 地 消 ス キー ム (市 内 の 再 エ ネ 電 源 を 東 ね て 市 内 
の 需要 家 に 供給 し 、 か つ 、 当 該 再 エ ネ 電 源 の 調達 に 伴う 利益 が 地域 に 還元 され る 仕組 み ) の キッ クオ 
フ 時 に 、 最 初 の 需要 家 と し て 参画 し 、 太 陽光 発電 設備 を 設置 し た 施設 で 使用 する 電力 を 市 内 産 再 エネ 
100% 電 力 に 切り 替え る 。 加 えて 、 自 身 の 取組 内 容 の 情報 発信 も 行い 、 市 内 の 脱 大 素 化 の 機運 醸成 及び 
他 の 市 内 事業 者 の 取組 促進 に 貢献 する 。 


【 取 組 内 容 】 

・ 太 陽光 発電 設備 を 設置 する 民間 施設 屋根 の 公募 ・ 選 定 を 行う 。 

(原則 と し て 設置 コス ト の 安価 な 折半 屋根 を 公募 。 ま た 、 発 電 量 ・ 余 剰 電 力 を 多く 見 込め る 事業 者 
や 、 市 内 に 本 拠 を 置く 事業 者 、 特 に 中 小 規模 の 事業 者 を 優先 的 に 選定 する 。) 

・ 選定 され た 民間 施設 屋根 に 太陽 光 発 電設 備 を 設置 する 。 

・ 余剰 電力 を 束ね て 公共 施設 に 供給 する 小売 電気 事業 者 (アグ リ ゲ ー タ ー) を 公募 する 。 


応募 
施設 所 有 者 ノ PPA 事 業者 - 4 堺 市 oo 
自家 消費 地域 脱 炭 素 に 関 
する 協定 締結 
契約 
小売 電気 
事業 者 


(2) エネ ルギー 需要 家 の 状 況 

① 都 心 エ リア 
(民生 ) 
公共 施設 8 施設 
主 な 排出 源 は 、 電 気 及 び 都 市 ガス で ある 。 市 庁舎 ・ 小 中 学校 ・ 文 化 観光 施設 な ど 複 数 用 途 の 施設 群 
で あり 、 エ ネル ギー 消費 パタ ー ン は 様々 で ある が 、 夜 間 に お ける エネ ルギー 消費 は 少な い 。 オ ン サ 
イト の 再 エ ネ ポ テン シャ ル が 限ら れ て いる た め 、 エ リア 周辺 か ら の 再 エ ネ 供 給 検討 が 必要 で ある 。 
(民生 以外 ) 
運輸 部 門 : シャ トル バス 及び 自家 用 車 
主 な 排出 源 は ガソリン で ある 。 


②ー-1 泉ヶ丘 エリ ア 
(民生 ) 
公共 施設 3 施設 
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地域 冷暖 房 施設 1 棟 

主 な 排出 源 は 、 公 共 施設 と 地域 冷暖 房 施 設 の 電力 ・ 熱 需要 の エネ ルギー で ある 。 泉 ケ 丘 駅 前 に 公共 
施設 が 集まっ て お り 、 地 域 冷暖 房 に より エリ ア 全 体 の 省エネ ルギー を 図っ て いる 。 ま ちび らき か ら 
50 年 以上 経過 し て お り 、 駅 周辺 施設 の 再開 発 や 設備 の リニュ ー ア ル の 検討 が 必要 で ある 。 オ ン サ イ 
ト の 再 エ ネ ポ ボテ ン シ ャ ル が 限ら れ て いる た め 、 エ リア 周辺 か ら の 再 エネ 供給 検討 が 必要 で ある 。 


②-2 公 的 賃貸 住宅 活用 地 エ リア 
(民生 ) 
戸建て 住宅 180 戸 (新築 )、 集 合 住宅 300 戸 (新築 ) 
※ た だ し 、 実際 の 創出 戸数 ・ 再 エネ 創出 量 に つい て は 、 活 用 地 売却 公募 落札 事業 者 の 提案 に よる 。 
主 な 排出 源 は 、 各 住宅 の 電気 及び 都市 ガス で ある 。 脱 炭素 先行 地域 の 対象 と な る 泉北 ニュ ー タ ウン 
内 の 公 的 賃貸 住宅 の 建 替え 余剰 地 ( 三 活用 地 ) に 次 世代 ZEH+ や ZEH-M Oriented 以上 の エリ ア を 誘導 


する 。 ま た 、 最 大 限 太 陽光 発電 設備 ・ 蓄 電池 を 導入 し 、 余 剰 分 の 再 エ ネ 電 力 は 他 の 先行 地域 へ 融通 
する 。 


③ オ フサ イト エリ ア 
(民生 ) 
民間 施設 複数 施設 ※ 公 募 に より 選定 
主 な 排出 源 は 、 各 民間 施設 の 電気 で ある 。 物 流 倉庫 や 小売 店 等 で は 、 太 陽光 発電 設備 が 設置 可能 な 
屋根 面積 に 比べ て 電力 需要 が 小さ いた め 、 再 エネ ポテ ン シ ャ ル を 活か せ て いな い 事 例 が 多い 。 屋根 
を 最大 限 に 活用 し て 太陽 光 発 電設 備 を 設置 し 、 そ の 余剰 電力 等 を 束ね 、 他 エリ ア に 融通 する 。 
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2.2 脱 炭 素 先行 地域 の 再 エ ネ ポ テン シャ ル の 状況 ( 再 エ ネ 敗 存 量 等 を 踏ま えた 再 エ ネ 導 入 可 能 
量 、 脱 炭素 先行 地域 内 の 活用 可能 な 既存 の 再 エ ネ 発 電設 備 の 状況 、 新規 の 再 エネ 発電 設備 の 導入 


予定 ) 
(1) 再 エ ネ 財 存 量 を 踏ま えた 再 エ ネ 導 入 可 能 量 
(太陽 光 発 電設 備 ) 
市 域 全域 の 先行 地域 
央 存 量 ※! 導入 可能 量 ※3 
対象 財 存 量 ※? _ 
(REPOS) 合意 形成 の 程度 今後 の 方 針 
① 都 心 エ リア | 人 生生 = 
6 公共 施設 屋 = 田 表 周辺 建造 物 へ の 
の 1 NT 1.195 kW 631 kW | 店 内 調整 済 | 記名 生協 放 
の ②-2 公 的 賃 6 = っ = 
266,000 | 2、 新興 住宅 地 。 | 土地 売却 の 公募 
kW | 人 活用 地 エ リ | 上 2.016 KW| 1.260 kW | 大 阪 府 と 調整 済 | リー 計 細 計 
③ オ フサ イト 0 174.599 kW | 8.131 kw | 諾 内 調整 済 、 事 | 公募 に より 事業 
エリ ア 等 業者 意向 調査 済 | 者 を 選定 予定 
※1 2030 年 度 を 目標 年 度 と し て いる た め REP0S より レベ ル 1 を 採用 
※2・ 公 共 施 設 屋 根 : 


対象 公共 施設 建築 面積 [Im] x 設置 係数 (REPOS より ) [m2/m] x 出力 係数 (類似 実績 より ) [kW/m] 
・ 新 興 住宅 地 屋根 : 
戸 建 住宅 中 心 の 可能 性 が ある 活用 地 に 創出 が 見 込ま れる 戸数 x 出 力 係数 (類似 実績 より ) [kW/ 戸 ] 
・ 市 内 事業 者 の 屋根 、 た め 池 等 : 
地図 情報 か ら 市 内 の 民間 施設 の 屋根 (対象 業種 : 小売 ・ 
面積 [Im] x 出力 係数 (類似 実績 より ) [kW/m] お よび 
市 で 所 有 ま た は 借受 し て いる た め 池 等 の 面積 [m] x 出力 係数 (類似 実績 より ) [kW/m2] 


流通 業 、 工 場 、 物 流 倉庫 ) を 調査 し て 得 ら れ た 


※3 先行 地域 に お ける 央 存 量 の うち 、 航 空 写真 や 現地 調査 に より 確認 し た 導入 ポテ ン シ ャ ル 及 び 合 意 形 成 


の 程度 を 考慮 し た 導入 可能 量 


(2) 活用 可能 な 既存 の 再 エ ネ 発 電設 備 の 状況 
先行 地域 内 の 公共 施設 に 現在 設置 し て いる 太陽 光 発 電設 備 (自家 消費 し て いる 設備 に 限る ) 
(太陽 光 発 電設 備 ) 
・ 設置 者 : 堺 市 
・ 公 共 施 設 屋 根 : 7 施設 


・ 設 置場 所 : 市 内 
・ 合 計 発電 容量 : 110kW 


(3 新規 の 再 エネ 発電 設備 の 導入 予定 


再 エ ネ Ss ai 5 導入 予定 

設備 還 リ x 施設 分 類 再 エ ネ 容 量 設置 者 時 期 
半 165.6kW (3 施設 ) | 民間 | R5 年 度 

① 都 心 エ リア 公共 施設 屋根 201.646kWh | 事業 者 | 以降 

②-2 公 的 賃貸 住宅 1, 260kW (180 戸 ) 民間 R7 年 度 

活用 地 エリ ア 0 1.898.467kWh 事業 者 | 以降 
電設 備 市 内 事業 者 の 屋 8.131kW | 民間 | R6 年 度 

③ オ フサ イト エリ ア 根 、 た め 池 等 11, 225, 487kWh | 事業 者 以降 

本 _- 9.556kKM| _ 
13, 325, 600kWh 
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2.3 民生 部 門 の 電力 消費 に 伴う CO2 排出 の 実質 ゼロ の 取組 


1) 実施 する 取組 の 具体 的 内 容 

【 全 体 像 】 

都心 エリ ア 及 び 泉 ヶ 丘 エリ ア に 位置 する 、 公 共 施 設 等 の 電力 使用 量 に 係る 実質 ゼロ を 達成 する 。 
具体 的 に は 、 市 庁舎 の ZEB 改修 (ZEB Oriented) 、 公 共 施設 の LED 化 に より 電力 使用 量 を 低減 す 
る 。 あ わせ て 当該 施設 の 屋根 に 最大 限 太 陽光 発電 設備 を 導入 し 、 自 家 消 費 す る 。 不足 分 に つい て 
は 、 で きる だ け 市 内 に 新設 し た 太陽 光 発 電設 備 の 電力 で 賭 う た め 、2.2(3) で 示し た 「③ オ フサ イト 
エリ ア 」 分 の 大 陽光 発電 設備 で 発電 し た 電力 を 相対 契約 等 に より 融通 し て 賭 う 他 、 バ ー チ ャ ル PPA 
に より 環境 価値 と し て 調達 する 。 一 方 、 公 的 賃貸 住宅 活用 地 エ リア に お いて は 、 土 地 所 有 者 で ある 
大 阪 府 と 連携 し 、 脱 炭素 先行 地域 の 対象 と な る 活用 地 に 供給 する 戸建て 住宅 は 全戸 次 世代 ZEH+ 以 
上 、 集 合 住宅 は ZEH-M Oriented 以上 の 住宅 と し て 省エネ を 図り 、 戸 建て 住宅 屋根 や 共用 部 等 に 太 
陽光 発電 設備 と 蓄電 池 を 最大 限 導入 し 、 で きる だ け 大 陽光 発電 設備 で 発電 し た 電力 で 電力 需要 を 財 
うこ と を 土地 売却 の 条件 と する 。 電 力 余 剰 分 に つい て は 、 相 対 契 約 等 に より 先行 地域 の 集合 住宅 や 
公共 施設 等 へ 供給 する 。 


【 民 生 部 門 の 電力 番 要 家 の 種類 ・ 数 、 直 近年 度 の 電力 番 要 量 】 

都心 エリ ア 、 泉 ヶ 丘 エリ ア 、 公 的 賃貸 住宅 活用 地 エ リア に お ける 民生 部 門 の 電力 需要 家 の 種 類 ・ 
数 、 直 近年 度 の 電力 帯 要 量 は 以下 の と お り 。 詳細 は 別 添 資料 2 の と お り 。 

(住宅 ) 

戸建て 住宅 180 戸 984, 141 kWh/ 年 

※ 新 築 の た め 、 脱 炭素 先行 地域 づく り 自 治 体 向け 算定 支援 ファ イル より 算出 

集合 住宅 300 戸 1, 298, 519 kWh/ 年 

※ 新 築 の た め 、 脱 炭素 先行 地域 づく り 自 治 体 向け 算定 支援 ファ イル より 算出 


(公共 施設 ) 

市 庁舎 7, 082, 157 kWh/ 年 
小 中 学 校 433, 946 kWh/ 年 
文化 観光 施設 2,249,684 kWh/ 年 
教養 施設 690, 883 kWh/ 年 
その 他 353, 932 kWh/ 年 
(民間 施設 ) 


市 内 事業 者 (オフ サイ ト エ リア ) 9, 970, 130 kWh/ 年 


【 再 エネ 等 の 電力 供給 に 関す る 取組 内 容 ・ 実 施 場所 ・ 電 力 供給 量 】 
都心 エリ ア 、 泉 ヶ 丘 エリ ア 、 公 的 賃貸 住宅 活用 地 エ リア に お ける 、 再 エネ 等 の 電力 供給 に 関す る 
取組 内 容 ・ 実 施 場所 ・ 電 力 供給 量 は 以下 の と お り 。 詳 細 は 別 添 資料 2 の と お り 。 


(住宅 ) 

活用 地 に 新築 する 戸建て 住宅 (180 戸 ) に つい て は 、 屋 根 等 に 太陽 光 発 電設 備 (1. 898, 467 kWh/ 
年 ) を 導入 。 余 剰 分 に つい て は 、 将 来 的 に 市 で 買取 り 、 相 対 契 約 等 で 先行 地域 の 集合 住宅 や 公共 施 
設 等 へ 供給 し 、 電 力 の 地産 地 消 を めざす 。 


(公共 施設 ) 

公共 施設 の 屋根 や 敷地 内 に 太陽 光 発 電設 備 を 設置 し て 201.646 kWh/ 年 自家 消費 し 、 さ ら に 、 フ 
ィ ジ カル PPA に よる 相対 契約 や バー チャ ル PPA に より 再 エ ネ 電 力 お よび 環境 価値 (8.056.041 kWh/ 
年 ) を 調達 する 。 詳 細 の 計算 に つい て は 別 添 資料 2 の と お り 。 
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また 、 相 対 契 約 等 に よる 再 エ ネ 電 力 お よび バー チャ ル PPA に よる 環境 価値 に つい て は 、「2.2(3) 
新規 の 再 エ ネ 発 電設 備 の 導入 予定 」 に 記載 し て いる 「③ オ フサ イト エリ ア 」 か ら 調 達する 。 


(民間 施設 ) 

オフ サイ ト エ リア に 位置 付け た 市 内 事業 者 は 、 屋 根 に 太陽 光 発 電設 備 を 設置 し 、 自 家 消 費 す る 

(1, 183, 426 kWh/ 年 )。 不 足す る 電力 に つい て は 、 市 内 FIT/ 卒 FIT 電力 な ど を と り ま と め 、 再 エネ 
電 カ メニ ュー と し て 供給 する (8, 786, 705kWh/ 年 ) 。 


【 省 エネ に よる 電力 削減 に 関す る 取組 内 容 ・ 実 施 場所 ・ 電 力 削減 量 】 
都心 エリ ア 、 泉 ヶ 丘 エリ ア 、 公 的 賃貸 住宅 活用 地 エ リア に お ける 省エネ に よる 電力 削減 に 関す る 
取組 内 容 ・ 実 施 場所 ・ 電 力 削減 量 は 以下 の と お り 。 詳 細 は 別 添 資料 2 の と お り 。 


(都心 エリ ア ) 
・ 市 庁舎 を ZEB 改修 (ZEB Oriented) を 実施 し 、2,073,006 kWh/ 年 を 削減 。 
・ 市 立 小 中 学校 照明 に LED を 導入 し 、81, 917 kWh/ 年 を 削減 。 


(泉ヶ丘 エリ ア ) 
・ 南 部 地域 整備 事務 所 、 泉 ヶ 丘 市 民 セ ンタ ー の 照明 の LED 導入 や ビッ グ バ ン に お ける 省エネ 制御 
等 に より 397, 991 kWh/ 年 を 削減 。 


( 公 的 賃貸 住宅 活用 地 エ リア ) 
・ 住宅 の 次 世代 ZEH+ 化 、ZEH-M Oriented 化 に より 317, 981 kWh/ 年 を 削減 
【「 実 質 ゼ ロ 」 の 計算 結果 】 
民生 部 門 の 省エネ に よる 


民生 部 門 の 電力 需要 量 ” 再 エネ 等 の 電力 供給 量 ” 電力 削減 量 
23, 063, 392 kWh/ 年 | = | 20,192,497 kWh/ 年 | 下 2, 870, 895 kWh/ 年 


民生 部 門 の 電力 番 要 量 
23, 063, 392 kWh/ 年 

く 試算 内 容 > 
・ 住宅 : 脱 炭素 先行 地域 づく り 自 治 体 向 け 算 定 支援 ファ イル より 

戸建て 住宅 : 5, 767 kWh プ 戸 ・ 年 x 180 戸 三 984, 141 kWh 有 年 

集合 住宅 :4.328 kWh/ 戸 ・ 年 x300 戸 三 1, 298, 519 kWh/ 年 
・ 公共 施設 : 電力 会 社 請求 書 の 合算 値 。 

10, 810, 602 kWh 年 

・ 民間 施設 : 業種 別 延 床 面積 当たり の 電力 使用 量 kWh/m* x 延 床 面積 ぞ 三 9, 970, 130 kWh/ 年 


再 エ ネ 等 の 電力 供給 量 
20, 192, 497 kWh/ 年 

く 試算 内 容 > 
・ 住 宅 : 

戸建て 住宅 : 太陽 発電 設備 ( 計 1.260kW) を 設置 し 自家 消費 する 。925, 864 kWh/ 年 

集合 住宅 : 市 内 FIT/ 卒 FIT 電力 や 活用 地 エ リア 戸建て 住宅 に 設置 し た 太陽 光 発電 の 余剰 

電力 な ど を と り ま と め 、 再 エネ 電力 メニ ュー と し て 供給 する 。1, 038, 815kWh/ 年 
・ 公 共 施 設 : 太陽 発電 設備 ( 計 165.6kW) を 設置 し 自家 消費 する 。 
165.6 kWx13.996 (設備 利用 率 ) x8, 760 h ニ 201, 646 kWh/ 年 
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自家 消費 で 賭 え な い 不 足 分 に つい て は 、 オ フサ イト エリ ア に 設置 し た 太陽 光 発 電設 備 
( 計 8.131kW) で 発電 し た 電力 を 相対 契約 で 調達 する ほか 、 バ ー チ ャ ル PPA に より 環 
境 価 値 と し て 合計 8, 056, 041kWh/ 年 分 調達 する 。 


・ 民 間 施 設 オフ サイ ト エ リア に 位置 付け た 市 内 事業 者 は 、 屋 根 に 太陽 光 発 電設 備 (1, 522kW) 
を 設置 し 、 自 家 消費 する 
1.52 2kWx15.88% (設備 利用 率 ) x8,760 hx 想定 自家 消費 率 =1, 183, 426 kWh/ 年 
自家 消費 で 賭 え な い 不 足 分 に つい て は 、 市 内 FIT/ 卒 FIT 電力 な ど を と り ま と め 、 再 
エネ 電力 メニ ュー と し て 供給 する (8, 786, 705kWh/ 年 ) 。 


民生 部 門 の 省エネ に よる 電力 削減 量 
2, 870, 895 kWh/ 年 
く 試 算 内 容 > 
・ 市 庁舎 ZEB 改修 (ZEB Oriented) : 調査 結果 より 
熱源 の 高 効率 化 A265, 397 kWh/ 年 、LED 照明 の 導入 4557, 667 kWh/ 年 、 
省エネ ルギー 制御 人 41.112. 472 kWh/ 年 、 そ の 他人 137, 470 kWh/ 年 
・ 市 立 小 中 学校 LED 照明 導入 : 事業 者 ヒア リン グ に より 推計 
481.917 kWh/ 年 
・ 南 部 地域 整備 事務 所 、 泉 ヶ 丘 市 民 セ ンタ ーLED 照明 導入 : 事業 者 現地 調査 より 推計 
4146. 333kWh/ 年 
・ ビ ッ グ バン エア ー ハ ンド リン グ ユ ニッ ト 省 エネ 制御 : 事業 者 ヒア リン グ に より 推計 
4251. 658kWh/ 年 
・ 住 宅 : 
戸建て 住宅 次 世代 ZEH+ 化 : 晴美 台 エ コモ デル タウ ン の 実績 値 に 予定 戸数 を 乗じ る 。 
4A58,277 kWh 
集合 住宅 ZEH-M Oriented 化 : 脱 炭 素 先行 地域 づく り 自 治 体 向け 算定 支援 ファ イル より 
4A259, 704 kWh 
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【 電 力 需要 量 の うち 脱 炭 素 先行 地域 が ある 地方 自治 体 で 発電 する 再 エネ 電力 量 の 割合 】 


電力 需要 量 の うち 脱 炭 素 脱 炭 素 先行 地域 が ある 地 民生 部 門 の 電 カ 
先行 地域 が ある 地方 自治 方 自治 体内 に 設置 され た 需要 量 
体 で 発電 する 再 エ ネ 電 カ 再 エネ 発電 設備 で 発電 す 
量 の 割合 る 再 エネ 電力 量 (※) 
100 = 20, 192, 497 =| 20.192.497 | x100 
(%) (kMWh/ 年 ) (kWh/ 年 ) 


MWh 民生 部 門 の 電力 消費 に 伴う CO2 排 出 の 実質 ゼロ の 取組 


25,000 
=-ZEH 化 等 
LED 化 等 - 」 
! 本 庁舎 ZEB ! 
20,000 し ーーーー--ー* 
15,000 
公共 施設 群 公共 施設 群 
10.000 
住宅 住宅 
5,000 回 
民間 施設 民間 施設 住宅 屋根 PV 
0 オン サイ ト 
省エネ 前 需要 省エネ 後 需要 再 エ ネ 供 給 量 
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の 事業 費 の 額 ( 各 年 度 )、 活 用 を 想定 


し て いる 国 の 事業 (交付 金 、 補 助 金 等 ) 


今後 変更 と な る 可能 性 が ある 。 
事業 内 容 事業 費 活用 を 想定 し て いる 国 の 事業 の 名 称 
( 千 円 ) と 必要 額 ( 千 円 ) 
令 和 | ① 公 共 施 設 へ の 太陽 光 発 電設 備 ・ 蓄 電池 | ① 0 ①0 
4 年 導入 に 係る 調査 ・ 実施 設計 ② 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 対 応 地 
度 |② 本 庁舎 ZEB 改修 FS 調査 ② 12, 100 方 創 生 臨時 交付 金 12.100 
令 和 | ① 公 共 施 設 へ の 太陽 光 発 電設 備 導入 事業 | ① 68, 362 ① 地 域 脱 炭 素 移行 ・ 再 エネ 推進 交付 
5 年 165.6KW 金 (環境 省 ) 40,623 
度 | ② 公 共 施設 へ の 蓄電 池 導 入 事 業 7,04kWh |② 2,504 ② 同 上 1.669 
小 中 学 校 LED 化 設計 3 件 ③ 6,313 ③ 同 上 4, 208 
令 和 | ① オ フサ イト 用 地 へ の 太陽 光 発 電設 備 導 | ①647, 682 ① 地 域 脱 炭素 移行 ・ 再 エネ 推進 交付 
6 年 | 入 事業 2.761kW 金 (環境 省 ) 151, 787 
度 | ② 活 用 地 へ ZEH-M 導入 (設計 ) ② 3,300 ② 同 上 2.000 
令 和 | ① オ フサ イト 用 地 へ の 太陽 光 発 電設 備 導 | ① 153, 931 ① 地 域 脱 炭 素 移行 ・ 再 エネ 推進 交付 
7 年 | 入 事業 1.671kW 金 (環境 省 ) 103.383 
度 | ② 本 庁舎 ZEB 改修 工事 (1 年 目 ) ② 519, 660 ② 同 上 269.834 
③ 本 庁舎 LED 改修 工事 (1 年 目 ) ③ 7.335 ③ 同 上 4.001 
④ 活 用 地 へ 次 世代 ZEH+ 補 助 (1 期 目 ) ④ 12,600 ④ 同 上 12.600 
⑤ 活 用 地 へ 住宅 用 PV 導入 (1 期 目 ) ⑤ 18,900 ⑤ 同 上 12.600 
⑥ 活 用 地 へ 住宅 用 蓄電 池 導 入 (1 期 目 ) |⑥ 13,950 ⑥ 同 上 9.300 
⑦ 活 用 地 へ ZEH-M 導入 (1 期 目 ) (⑦3 期 目 に 計上 | ⑦ 同 上 3 期 目 に 計上 
⑧ 小 中 学校 LED 化工 事 3 件 103,000 ⑧ 同 上 68,667 
令 和 | ① オ フサ イト 用 地 へ の 太陽 光 発 電設 備 導 | ①775, 040 ①0 (FIP 制度 活用 予定 ) 
8 年 | 入 事業 3.699kW ② 地 域 脱 炭素 移行 ・ 再 エネ 推進 交付 
度 | ② 本 庁舎 ZEB 改修 工事 (2 年 目 ) ②644., 559 金 (環境 省 ) 324, 333 
③ 本 庁舎 LED 改修 工事 (2 年 目 ) ③207, 378 ③ 同 上 114, 513 
④ 活 用 地 へ 次 世代 ZEH+ 補 助 (2 期 目 ) ④ 35, 000 ④ 同 上 35,000 
⑤ 活 用 地 へ 住宅 用 PV 導入 (2 期 目 ) ⑤ 52, 500 ⑤ 同 上 35.000 
⑥ 活 用 地 へ 住宅 用 蓄電 池 導 入 (2 期 目 ) ⑥ 38, 750 ⑥ 同 上 25,833 
⑦ 活 用 地 へ ZEH-M 導入 (2 期 目 ) (⑦3 期 目 に 計上 | ⑦ 同 上 3 期 目 に 計上 
令 和 | ① 活 用 地 へ 次 世代 ZEH+ 補 助 (3 期 目 ) ①114, 800 ① 地 域 脱 炭素 移行 ・ 再 エネ 推進 交付 
9 年 金 (環境 省 ) 114,800 
度 | ② 活 用 地 へ 住宅 用 PV 導入 (3 期 目 ) ②172., 200 ② 同 上 114, 800 
③ 活 用 地 へ 住宅 用 蓄電 池 導 入 (3 期 目 ) ③127., 100 ③ 同 上 84,733 
④ 活 用 地 へ ZEH-M 導入 (3 期 目 ) ④630. 000 ④ 同 上 420.000 
⑤ 本 庁舎 ZEB 改修 工事 (3 年 目 ) ⑤735, 408 ⑤ 同 上 359,015 
⑥ 本 庁舎 LED 改修 工事 (3 年 目 ) ⑥201, 531 ⑥ 同 上 111.204 
令 和 | ① 活 用 地 へ 次 世代 ZEH+ 補 助 (4 期 目 ) ① 89, 600 ① 地 域 脱 炭素 移行 ・ 再 エネ 推進 交付 
10 金 (環境 省 ) 89,600 
年 度 | ② 活 用 地 へ 住宅 用 PV 導入 (4 期 目 ) ②134, 400 ② 同 上 89.600 
③ 活 用 地 へ 住宅 用 蓄電 池 導 入 (4 期 目 ) ③ 99, 200 ③ 同 上 66,134 
④ 公 共 施 設 の LED 化 、 省 エネ 制御 改修 ④ 74, 117 ④ 同 上 37.510 
(泉ヶ丘 エリ ア ) 3 件 
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2.4 民生 部 門 電力 以外 の 温室 効果 ガス 排出 削減 等 の 取組 


(1) 実施 する 取組 の 具体 的 内 容 


【 取 組 の 内 容 と 効果 】 
一 堺 ・ モ ビリ ティ ・ イ ノ ベ ー シ ョ ン (SMI) プロ ジェ クト ※P.16 イメ ー ジ 図 参 照 


堺 市 は 、 市 民 の 行動 や 価値 観 の 多様 化 、 自 動 運 転 や ICT な ど 先 進 技術 の 進展 、 脱 炭素 社会 と い 
っ た 社会 動向 や 、 百 舌 鳥 ・ 古 市 古墳 群 の 世界 遺産 登録 等 の 本 市 を 取り 巻く 状況 を 踏ま そえ ながら 、 
2030 年 を 見 据え て 、 都 心 の 将来 像 と その 中 で の ライ フス タイ ル と 交通 に つい て 方 向 性 を 示す た 
め 、 新 た な 交通 シス テム 基本 方 針 「 堺 ・ モ ビリ ティ ・ イ ノ ベ ー シ ョ ン (SMI) プロ ジェ クト 」 の 
素案 を 令 和 3 年 8 月 に 発表 し て いる 。 

SMI プロ ジェ クト は 、ICT な ど 先 進 技術 の 活用 に よる 公共 交通 の 利便 性 向上 や 充電 設備 の 整 
備 、 多 様 な 人 が 滞留 ・ 交 流 で きる 空間 の 創出 な ど に より 、 マ イカ ー か ら 公 共 交 通 へ の 利用 転換 や 
人 と 公共 交通 が 主体 の 都市 空間 の 形成 な ど を めざし て いる 。 

今後 、 他 企業 と の 連携 に より プロ ジェ クト の 実現 に 向け た 検討 ・ 取 組 を 進め 、 ゼ ロカ ー ボ ン シ 
ティ の 実現 を 先導 し 、 安 全 ・ 安 心 で 快適 な 暮らし の 実現 に 寄与 する 。 

一 検討 例 一 

・ 常 に 最 先端 の 技術 を 実装 する 、 時 代 と と も に 進化 し 続け る 次 世代 都市 交通 の 導入 

・ 東 西方 向 の 拠点 間 ネ ットワーク を 形成 し 、 美 原 と 周辺 市 と の 歴史 的 ・ 文 化 的 な 繋が り の 強化 

・ 都 心 の モビ リティ ショ ー ケ ー ス 化 

・ 次 世代 モビ リティ 等 の 活用 

・ モ ビリ ティ の 電化 

・ モ ビリ ティ 、 シ ョ ッ ピ ング 、 観 光 、 健 康 、 防 災 な ど 、 都 心 エ リア を 舞台 と し た 様々 な 情報 、 

サー ビス を 包括 的 に 提供 する "CityasaService”(CaaS) の 導入 

〇 温室 効果 ガス 削減 効果 : 70t-CO。/ 年 (公共 交通 の 電化 の み ) 

あわ せ て 面 的 な 取組 み を 行う こと に より さら な る 削減 効果 を 見 込む 


画 エ ネル ギー 面 的 融通 事業 

・ 地域 冷暖 房 を 活用 し た 、 高 効率 大 型 コ ー ジ ェ ネ レー ショ ン シ ス テム 、 高 効率 大 型 空調 熱源 機 
等 の 導入 に よる さら な る 効率 向上 

・ コ ー ジ ェ ネ レー ショ ン 排 熱 の 面 的 利用 等 に よる エリ ア 全 体 の 温室 効果 ガス 削減 

・ 地域 冷暖 房 保有 設備 を 活用 し た デマ ンド レス ポン ス 対 応 に 加え 、 震 要 家 の 負荷 制御 、 電 要 
家 側 の 分 散 型 電源 や 再生 可能 エネ ルギー 等 と の 連携 を 行う こと に より 、 エ リア 全体 で の VPP 
を 実現 で き 、 今 後 の 再生 可能 エネ ルギー 大 量 導入 時 に お ける 大 規模 な 電力 需給 調整 に 貢献 す 
る 

〇 温室 効果 ガス 削減 効果 : 581t-CO/ 年 


画 デ ジタル x ナッ ジ に よる 環境 行動 変容 

堺 環境 戦略 で は 、2050 年 カー ボン ニュ ー ト ラル の 実現 を 含め た 将来 像 の 実現 に 向け て 、 市 民 の 
環境 配慮 型 の 価値 観 ・ 行 動 を 全て の 基盤 と し て 位置 付け て いる 。 

堺 市 で は 、 令 和 3 年 度 に 全国 の 自治 体 初 と な る 環境 分 野 特 化 型 ナ ッ ジ ユニ ッ ト 「 堺 市 環境 行動 
デザ イン チー ム SEEDs」 を 組成 し 、 ナ ッ ジ 手法 を 活用 し た 市 民 の 環境 行動 変容 に 取り 組ん で い 
る 。 令 和 4 年 度 か ら は 新た に 、 大 阪 府 が 整備 予定 の 広域 都市 09 (ORDEN) 活用 の パイ ロッ トモ デ 
ル と し て 、 ナ ッ ジ と ポイ ント (イン セン ティ ブ ) を 用 いた 環境 行動 変容 促進 事業 を 実施 する 。 

具体 的 に は 、0RDEN 上 に 環境 行動 変容 サー ビス (アプ リ ) を 構築 し 、 プ ッシュ 通知 や セグ メン 

ト 配信 機能 等 を 活用 し て 、 パ ー ソ ナラ イズ 化し た メッ セー ジ の 配信 、 タ イム リー な プッ シュ 通知 
な どの 働き か け を 行い 、 ま た QR コー ド 読 取 等 に より 環境 行動 の 実行 を 把握 し 、 環 境 改善 効果 の 
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見 える 化 (フィ ー ド バッ ク ) や 、 評 価 ポ イン ト の 付与 に よる ラン ク 付 け (ゲー ミ フ ィ ケ ー シ ョ 
ン ) 、 抽 選 等 の 手法 に よる 利得 性 の 付加 (イン セン ティ ブ ) な ど 、 様 々 な ナッ ジ 手 法 を 組み 合わ 
せ 、 市 民 の 環境 行動 変容 を 強力 に 促進 する 。 

市 民 の 環境 行動 デー タ は ORDEN 上 に 蓄積 し 、 統 計 的 手法 に より ナッ ジ 介 入 効果 (環境 改善 効 
果 ) の 頑健 な 分 析 ・ 評 価 を 行い 、EBPM に つなげ る 。 将来 的 に は 、 都 市 0? 上 で 展開 する 他 分 野 
(健康 増進 な ど ) の 施策 と も 連携 し 、 更 な る 利用 者 の 獲得 や 事業 展開 を 図る 。 

〇 温室 効果 ガス 削減 効果 : 1. 000t-CO。/ 年 ( 令 和 4 年 度 ) 32, 000t-CO。/ 年 (最終 年 度 ) 


環境 行動 変容 サー ビス (アプ ブリ ) 


家庭 で の 
省エネ 行動 


プラ 製 ス プー ン 等 
の 辞退 
自 自転 車 で の 
来店 等 
飲食 店 で の 
5 食べ 残し ゼロ 
SB RT リユース ショ ッ プ 
9 
ダグ シェ アリ ング 
サー ビス の 利用 
等 
評価 ポイ ント の 付与 行動 実行 を 把握 


デー 矯 積 
大 阪 広域 都市 OS (ORDEN) 


(2) 事業 費 の 額 ( 各 年 度 )、 活 用 を 想定 し て いる 国 の 事業 (補助 金 等 ) 
※ 今 後 変 更 と な る 可能 性 が ある 。 


事業 費 活用 を 想定 し て いる 国 の 事業 
事業 内 容 (円) の 名 称 と 必要 額 
( 千 円 ) 
令 和 4 | ① デ ジタル x ナッ ジ に よる 環境 行動 変容 ① 15,000 |① 食 と くら し の 「 グ リー ン ラ 
年 度 (以降 毎年 度 ) イフ ・ ポ イン ト 」 推 進 事業 補 
助 金 (環境 省 ) 10, 000 
令 和 5 | ① 執 行事 務 費 ① 2,300 | ① 地 域 脱 炭 素 移行 ・ 再 エネ 推 
年 度 進 交付 金 (環境 省 ) 2, 300 
令 和 6 | ① 執 行事 務 費 ① 2,658 | ① 地 域 脱 炭 素 移行 ・ 再 エネ 推 
年 度 進 交付 金 (環境 省 ) 2, 658 
令 和 7 | ① 電 動 バ ス 購入 ① 未 定 ① 未 定 
年 度 ② 電 動 バ ス 充 電 ・ 充填 設備 の 設置 ② 未 定 ② 未 定 
③ シ ェ ア モ ビリ ティ ポー ト 導 入 3 箇所 ③ 38,830 | ③ 地 域 脱 炭素 移行 ・ 再 エネ 推 
進 交付 金 (環境 省 ) 25, 886 
④ 執 行事 務 費 ④ 2.658 | ④ 同 上 2.658 
令 和 8 | ① 地 域 冷暖 房 施設 へ の コー ジェ ネ レ ーション 設 | ①200.000 | ① 地 域 脱 炭素 移行 ・ 再 エネ 推 
年 度 備 導入 事業 400kW 進 交付 金 (環境 省 ) 108, 324 
② 地 域 冷暖 房 施設 熱 導管 改修 事業 ② 45.000 |② 同 上 24.373 
③ 地 域 冷 暖房 施設 電力 自営 線 敷設 ③ 50.000 |③ 同 上 27.081 
④ 地 域 冷 暖 施 設 へ の 高 効率 空調 ・ ④600,000 | ④ 同 上 324.974 
ボイラ ー 導 入 事業 6,200RT 
⑤ エ ネル ギー マネ ジメント シス テム 導入 事業 ⑤100.000 |⑤ 同 上 54,.162 
⑥ 地 域 冷暖 房 施 設 へ の 蓄電 池 シ ステ ム 導 入 事 業 | ⑥ 2.000 | ⑥ 同 上 1, 083 
⑦ 執 行事 務 費 ⑦ 2,658 | ⑦ 同 上 2.658 
令 和 9 | ① 執 行事 務 費 ① 2,658 | ① 地 域 脱 炭 素 移行 ・ 再 エネ 推 
年 度 進 交付 金 (環境 省 ) 2,658 
令 和 10 | ① 執 行事 務 費 ① 2,658 | ① 地 域 脱 炭 素 移行 ・ 再 エネ 推 
年 度 進 交付 金 (環境 省 ) 2,658 


29 


2.5 脱 炭 素 の 取組 に 伴う 地域 課題 の 解決 や 住民 の 暮らし の 質 の 向上 等 、 期 待 さ れる 効果 


脱 炭 素 先行 地域 の 取組 を 推進 する こと に より 、「1.1. (3) 地域 課題 等 」 の 項 に 記載 し た 「 都 心 エ 
リア の 魅力 向上 」「 泉 北 ニ ュー タウ ン の 新た な 価値 の 創造 」 等 の 課題 解決 を 図り 、 地 域 経済 活性 
化 や 住民 の 暮らし の 資 の 向上 を 達成 する 。 ま た 、 関 連 する 以下 の 市 全体 の KPI の 達成 に も 頁 献 す 
る 。 


(地域 経済 効果 ) “都心 エリ ア の 魅力 向上 " 
脱 炭 素 の 取組 に 伴う 地域 課題 の 解決 や 住民 の 暮らし の 質 の 向上 等 と その 効果 
都心 エリ ア に お いて 、SMI プロ ジェ クト 等 の 取組 を 通じ て 以下 の よう な 課題 解決 や 効果 を 図 
る 。 
・ 多 様 な 人 が 快適 に 過ごし 、 滞 在 す る こと が で きる バリ アフ リー 環境 や 回 遊 性 の 向上 
・ ウ ォ ー カ ブル な 空間 形成 に 伴う 市 民 の 健康 増進 
・ マ イカ ー か ら 公 共 交通 へ の 利用 転換 
・ 都 心 エ リア に お ける 様々 な 情報 や サー ビス を 一 括 し て 提供 する CityasaService に よる 、 
市 民生 活 の 質 的 向上 
・ 居 住 者 や 来訪 者 の 増加 や 、 先 進 技術 革新 の 場 と し て 、 多 く の 人 材 や 民間 投資 を 呼び 込む こ 
と に より 、 活 力 創 出 と 地域 経済 の 活性 化 
・ 都 心 エ リア の 都市 魅力 を 向上 させ 堺 市 の 発展 を けん 引 
KPI (重要 業績 評価 指標 ) 


指標 : 堺東 駅 ・ 堺 駅 の 乗降 客数 (定期 利用 者 を 除く ) 


現在 (2020 年 3 月 ) 最終 年 度 : (2025 年 度 ) 
43, 835 人 日 (合計 ) 45, 000 人 日 (合計 ) 


(※2030 年 度 の 指標 は 、 後 年 に 設定 予定 ) 


(防災 効果 ) “泉北 ニュ ー タ ウン の 新た な 価値 の 創造 " 


脱 炭 素 の 取組 に 伴う 地域 課題 の 解決 や 住民 の 暮らし の 質 の 向上 等 と その 効果 


太陽 光 発 電 、 蓄電 池 、 燃料 電池 と いっ た 自立 分 散 型 電源 を 備え た 次 世代 ZEH 十 は 住宅 個々 の 電 
力 自給 率 を 高め 、 ま た 、 災害 時 の 備え に も な る た め 、 次 世代 ZEH 十 の 普及 を 進め る こと で 、 市 域 
の 電力 自給 率 を 高め る 。 


KP I (重要 業績 評価 指標 ) 


指標 : 電力 自給 率 (市 域 ) 


現在 (2018 年 3 月 ) 最終 年 度 : (2030 年 度 ) 
14. 0% 26.59% 
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(暮らし の 質 の 向上 ) “泉北 ニュ ー タ ウン の 新た な 価値 の 創造 " 


脱 炭 素 の 取組 に 伴う 地域 課題 の 解決 や 住民 の 暮らし の 質 の 向上 等 と その 効果 


1967 年 の まち びら きか ら 50 年 以上 が 経過 し た 泉北 ニュ ー タ ウン は 人 口 減少 ・ 高 齢 化 の 傾向 
が 強く 、 ま た 、 大 量 に 供給 され た 公 的 賃貸 住宅 は 、 老 朽 化し 、 設 備 や 間取り な ど が 居住 者 の ニ 
ー ズ に 対応 で き な く な っ て お り 、 居 住 者 の ライ フス テー ジ や 多様 化す る ライ フス タイ ル に 対応 
し た 住宅 を 供給 する こと が 求め られ る 。 公 的 賃貸 住宅 な どの 再編 に 伴い 発生 する 活用 地 の 土 地 
利用 に つい て は 、 長 期 的 な 視野 の も と 、 積 極 的 に 民間 活力 を 導入 する こと で 、 将 来 に わた っ て 
多様 な 世代 が 快適 に 住み 続け る こと が で きる 。 


KP I (重要 業績 評価 指標 ) 


指標 : 泉北 ニュ ー タ ウン 全 人 口 に 対す る 39 歳 以下 の 人 口 割合 


現在 (2021 年 3 月 ) 最終 年 度 : 2030 年 度 
31.0% 29.8% (推計 値 28. 8% を 上 回 る こと を 目標 ) 


(暮らし の 質 の 向上 ) 


脱 炭 素 の 取組 に 伴う 地域 課題 の 解決 や 住民 の 暮らし の 質 の 向上 等 と その 効果 


「 デ ジタル x ナ ッ ジ に よる 環境 行動 変容 」 事 業 は 、CO2 削減 の み で は な く 、 直 接 的 な ご み 削 
減 効 果 (R4 年 度 想定 削減 量 : 70t) も 生み 出す こと に 加え 、 環 境 行動 変容 の 結果 、 家 庭 内 で の 
食品 ロス 削減 や 分 別 の 徹底 等 に も つなが る こと が 期待 で き 、 家 庭 ご み 排 出 量 の 削減 に 寄与 す 
る 。 
併せ て 、 例 えば 自転 車 利 用 の 促進 な ど 、 健 康 に も つなが る 環境 行動 を 促進 する こと で 、 健 康 
寿命 の 延伸 に も つなが る こと が 期待 で きる 。 ま た 、 活 用 地 エ リア で 次 世代 ZEH 十 の よう な 快適 
で 健康 な 暮らし を 提供 する こと で も 、 健 康 寿命 の 延伸 に 寄与 する 。 


KP I (重要 業績 評価 指標 ) 


指標 : ①1 人 1 日 あたり 家庭 系 ご み 排 出 量 


② 健 康 寿命 
現在 最終 年 度 : 
① (2019 年 度 ) 643g ① (2030 年 度 ) 580g 以下 
② (2016 年 ) 男性 71.46 歳 ② (2030 年 度 ) 男性 74.00 歳 
女性 73.60 歳 女性 77.00 歳 
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3. 実施 スケ ジュ ー ル 


3. 1 各 年 度 の 取組 概要 と スケ ジュ ー ル 


(取組 全体 ) 
採択 後 は 、 公 共 施設 へ の 太陽 光 発 電設 備 の 設置 、 照 明 の LED 化 に 関す る 現地 調査 を 行い 、 順 次 
設置 ・ 改 修 を 行っ て いく 。 

(市 庁舎 の ZEB 化 ) 

令 和 4 年 度 に FS 調査 を 行い 、 令 和 6 年 度 に ESCO 事業 者 の 公募 を 実施 、 令 和 7~9 年 度 に 工事 
を 実施 。 

(オフ サイ ト エ リア へ の 太陽 光 発 電設 備 導 入 事業 ) 

令 和 6 年 度 に 民間 施設 屋根 募集 に 係る 公募 を 実施 。 令 和 6~7 年 度 に 工事 を 実施 。 

令 和 6 年 度 に 供給 する アグ リ ゲ ー タ ー を 公募 、R7 年 度 以降 供給 開始 。 

(SMI プロ ジェ クト ) 

令 和 4 年 度 に 地元 市 民 に 対す る 意見 募集 や 実証 実験 を 行い 、 事 業 の 具体 化 に 向け て 検討 を 進め 
る 。 令 和 5 年 度 に 導入 計画 を 策定 し 、 以 降 、 公 共 交 通 の 電化 や 次 世代 モビ リティ の 活用 、ART ス 
テー ショ ン の 整備 な ど に つい て 段階 的 に 取組 を 進め る 。 

(エネ ルギー 面 的 融通 事業 ) 

令 和 7 年 度 ま で に 計画 策定 、 現 地 調査 等 を 行い 、 令 和 8 年 度 か ら 事 業 を 実施 。 

(活用 地 ) 

令 和 5 年 度 以降 に 宮山 台 第 2 に つい て 公募 実施 。 

令 和 6 年 度 以降 に 竹 城 合 第 3 に つい て 公募 実施 。 

令 和 8 年 度 以降 に 原山 台 3 丁 、 原 山 台 5 丁 に つい て 公募 実施 。 ま た 高倉 台 セ ンタ ー に つい て 事業 
着手 

令 和 9 年 度 以降 に 晴美 台 第 4、 御 池 台 2 本 に つい て 公募 実施 

※ 府 営 住宅 建 替 事業 の 進捗 状況 に よっ て は 活用 地 の 公 募 時 期 等 に 変更 が 生じ る 場合 が ある 。 
(デジ タル x ナ ッ ジ に よる 環境 行動 変容 ) 

令 和 4 年 度 に ORDEN と 連携 し て 環境 行動 変容 サー ビス 開始 (当初 は 先行 地域 を 中 心 に 実施 ) 

令 和 5 年 度 以降 、 他 エリ ア に も 拡大 し な が ら 事 業 を 継続 実施 

令 和 4 年 度 | 令 和 5 年 度 | 令 和 6 年 度 | 令 和 7 年 度 | 令 和 8 年 度 ・・・ 最終 年 度 

・ 地 元 調整 ・ 公 共 施設 に お ける 大 陽光 発電 設備 設置 
・ 実施 ・ 公 共 施 設 に お ける 蓄電 池 設置 


公共 施設 の LED 化 、 省 エネ 改修 


・ 民 間 施設 屋根 公募 オフ サイ ト エ リア へ の 太陽 光 発電 設備 導入 事業 | 
・ 太 陽光 発電 設備 設置 | 


ァ グ リ ゲ ー タ ーー 公募 、 余 剰 電 力 等 を 公共 施設 へ 供給 


市 庁舎 ZEB 
RR 本 庁舎 ZEB 化 


SMI プロ ジェ クト 


活用 地 次 世代 ZEH 十 、ZEH-M 補助 


デジ タル ナッ ジ に よる 環境 行動 変容 


エネ ルギー 地産 地 消 スキ ー ム の 検討 構築 
取組 に より 得 ら れる 脱 炭 素 効果 が 、 計 画 期間 後 も 継続 する よう 、 関 係 者 と の 連携 の た め の 協 議 
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会 を 計画 期間 後 も 定期 的 に 開催 する 。 ま た 、0ORDEN に 蓄積 し た 行動 デー タ を 用 いて 、 ナ ッ ジ に よ 
る 行動 変容 の 継続 性 に つい て も 分 析 を 行い 、 計 画 期 間 後 も 効果 的 な 環境 ナッ ジ 施 策 を 継続 的 に 実 
施す る 。 ま た 、 計 画 年 度 中 に エネ ルギー 地産 地 消 ス キー ム の 構築 お よび 本 プロ ジェ クト と の 連携 
を めざし 、 市域 全域 へ の 脱 炭 素 効果 の 波及 を めざす 。 
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3.2 直近 5 年 間 で 実施 する 具体 的 取組 
取組 概要 

令 | ・ 本 庁舎 ZEB 改修 FS 

上 ・ 公 共 施 設 、 ナ オフ サイ ト エ リア へ の 太陽 光 発 電設 備 に 関す る 事業 者 ・ 地 元 ・ 庁 内 の 調整 

年 | ・ORDEN と 連携 し た 、 デ ジタル x ナ ッ ジ に よる 環境 行動 変容 サー ビス の 構築 ・ 運 用 開始 

度 | ・SMI プロ ジェ クト に 関す る 市 民意 見 募集 や 実証 実験 等 を 通じ た 調査 ・ 検 計 

令 | ・ 公 共 施 設 へ の 太陽 光 発 電設 備 等 導入 事業 165.6kW(201. 646kWh/ 年 ) 

回 ・ デ ジタル x ナ ッ ジ に よる 環境 行動 変容 事業 の 継続 実施 

年 | ・SMI プロ ジェ クト に 関連 する 導入 計画 の 策定 

度 | ・SMI プロ ジェ クト に 関す る 段階 的 な 取組 の 推進 

、 | ・ 本 庁舎 ZEB 改修 公募 (ESCO) 

和 | ' オ フサ イト エリ ア へ の 大 陽光 発電 設備 導入 事業 2. 716kW (3, 840.863kWh/ 年 ) 

6 ・ 活 用 地 に つい て 公募 ・ 設 計 実 施 

上 な | ・ デ ジタル x ナッ ジ に よる 環境 行動 変容 事業 の 継続 実施 
・SMI プロ ジェ クト に 関す る 段階 的 な 取組 の 推進 

、 | ・ 本 庁舎 ZEB 改修 契約 締結 ・ 工 事 (ESCO) 

和 | '「 オ フサ イト エリ ア へ の 大 陽光 発電 設備 導入 事業 1.671KW(2. 325, 012kWh/ 年 ) 

7 ・ 活 用 地 に つい て 工事 着手 

施 | ・ デ ジタル x ナ ッ ジ に よる 環境 行動 変 容 事業 の 継続 実施 
・SMI プロ ジェ クト に 関す る 段階 的 な 取組 の 推進 ・ シ ェ ア モ ビリ ティ ポー ト 3 か 所 導入 
・ 本 庁舎 ZEB 改修 工事 (ESCO) 
・ オ フサ イト エリ ア へ の 太陽 光 発 電設 備 導入 事業 3, 699kW (5, 059, 611kWh/ 年 ) 

令 | ・ コ ー ジ ェ ネ レー ショ ン 設 備 導入 及び 熱 の 面 的 融通 

回 ・ 地 域 冷 暖房 施設 熱 導管 改修 

年 | ・ エ ネル ギー マネ ジメント シス テム 導入 

度 | . 活 用 地 に つい て 公募 実施 、 工 事 着手 
・ デ ジタル x ナ ッ ジ に よる 環境 行動 変容 事業 の 継続 実施 
・SMI プロ ジェ クト に 関す る 段階 的 な 取組 の 推進 

【6 年 目 以降 の 取組 ・ 方 針 】 


・ 令 和 10 年 度 市 庁舎 ESCO サー ビス 開始 

・ 晴美 台 第 4、 御 池 台 2 丁 活用 地 に つい て 順次 公募 実施 

・ デ ジタル x ナ ッ ジ に よる 環境 行動 変容 事業 に つい て は 、6 年 目 以降 も 継続 的 に 実施 する 予定 
・ 5 年 間 で 設置 で き な い 太陽 光 発 電設 備 ・ 蓄 電池 に つい て は 年 目 以降 に 設置 

・ 活用 地 住宅 太陽 光 の 余剰 や 、 既 設 住宅 太陽 光 の 卒 FIT 分 を 市 有 施 設 や 民間 需要 家 へ 供給 
・SMI プロ ジェ クト 、 シ ェアリング サー ビス を 発端 と し て 、 都 心 エ リア を 起点 と する 交通 の 脱 


炭素 化 を めざす 。 都心 エリ ア に と ど ま ら ず 、 古 墳 群 エ リア へ の 周遊 に つい て も モビ リティ の 
脱 炭 素 化 を めざし 、 市 民 や 事業 者 、 観 光 客 の 行動 変容 を 促す 。 


・ 泉 ヶ 丘 エリ ア の 再開 発 の 際 に 、 南 海 電鉄 と 連携 し 、 エ リア ー 体 と な っ た 脱 炭 素 を めざす 。 
・ 都心 エリ ア や 泉ヶ丘 エリ ア の よう な 堺 市 の 中 で も 来訪 者 が 多い 地域 で 、 取 組 を 効果 的 に 「 魅 


せる 化 」 す る こと に より 市 域 全体 へ の 行動 変容 を 促す 。 具体 的 に は 、 デ ジタル サイ ネー ジヘ へ 
の 再 エ ネ 電 力 の 供給 及び 再 エネ 活用 状況 の 見 える 化 、 観 光 と 連携 し た 環境 価値 の 付与 な ど 。 


・ 活用 地 は 住宅 に 限ら ず 、 商 業 施 設 に つい て も ZEB を 誘導 する 。 活 用 地 で の ノウ ハウ を 展開 


し 、 泉 北 ニ ュー タウ ン に お ける 公 的 賃貸 住宅 の 建 替 え や 活用 地 以 外 の 民間 建築 物 に つい て も 
ZEH-M、ZEH 等 が 標準 と な る よう 地元 ハウ ス メ ー カ ー 等 と 連携 を 図る 。 


・ 以 上 の よう な 取組 が 先行 地域 だ け で な く 民 間 企 業 へ も 波及 され る よう 、 人 金融 機関 と 連携 し て 


ESG 投資 促進 を 図る 。 
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4. 推進 体制 


4.1 地方 自治 体内 部 の 推進 体制 


(1) 推進 体制 

「 堺 市 カー ボン ニュ ー ト ラル 推進 本 部 (仮称 )」 を 設置 

市 長 を 本 部 長 、 副 市 長 を 副本 部 長 、 教育 長 、 上 下水 道 局長 、 各局 長 ・ 区 長 等 を 構成 員 と する 堺 市 カ 
ー ボ ン ニ ュー トラ ル 推 進 本 部 (仮称 ) を 設置 し 、 本 市 の 脱 炭 素 の 達成 に 資す る 取組 の 推進 及び 進捗 
管理 を 行う 。 年 2 回 程度 の 推進 本 部 会 議 を 開催 予定 。 


堺 市 カー ボン ニュ ー ト ラル 推進 本 部 (仮称 ) 
本 部 長 : 市 長 


副 市 長 


副本 部 長 : 


上 下水 道 
局長 


堺 市 カー ボン ニュ ー ト ラル 推進 本 部 (仮称 ) を 中 心 に 、 庁 内 横断 的 な 施策 の 検討 ・ 実 施 を 行う 。 
関係 部 局 と それ ぞ れ の 役割 は 以下 の と お り 。 

役割 関係 部 局 

市 長 公 室 、 危 機 管理 室 、 市 政 集中 改革 室 、ICT イノ ベー ショ 
ン 推進 室 、 泉北 ニュ ー デ ザイ ン 推 進 室 、 総 務 局 、 財 政局 、 市 
各所 管 施設 や 関連 施策 | 民 人 権 局 、 文 化 観光 局 、 健 康 福祉 局 、 子 ども 青少年 局 、 産 業 
に お ける 取組 の 推進 振興 局 、 建 築 都市 局 、 建 設 局 、 堺 区 、 中 区 、 東 区 、 西 区 、 南 
区 、 北 区 、 美 原 区 、 消 防 局 、 会 計 室 、 上 下水 道 局 、 教 育 委員 
会 、 議 会 事務 局 

取組 の 推進 / 事 務 局 環境 局 


(2) 進捗 管理 の 実施 体制 ・ 方 針 

事業 推進 の 中 核 を 担う 堺 市 カー ボン ニュ ー ト ラル 推進 コン ソー シア ム (仮称 ) (次 項 参 照 ) 及び 
堺 市 カー ボン ニュ ー ト ラル 推進 本 部 (仮称 ) が 連携 し 、 事業 実施 に 係る アク ショ ンプ ラン を 策定 す 
る 。 アク ショ ンプ ラン の 策定 等 に あたっ て は 、 外 部 有識者 に よる 助言 や 評価 を 受け 取組 の 進捗 管理 
等 を 行う 。 ま た 、 堺 市 環境 審議 会 へ 脱 炭 素 に 係る 取組 の 推進 方 針 の 報告 を 行う 。 


堺 市 カー ボン ニュ ー ト ラル 
推進 コン ソー シア ム (仮称 ) 


【 脱 炭素 先行 地域 助言 者 】 

・ 大 阪 大 学 大 学院 工学 研究 科 
下田 吉 之 教 授 

堺 市 カー ボン ニュ ー ト ラル ・ 神戸 大 学 産 官学 連携 本 部 
推進 本 部 (仮称 ) : 信 時 正人 客員 教授 


4.2 坦 要 家 、 再 エネ 発電 事業 者 、 企 業 、 金 融 機 関 等 関係 者 と の 連携 体制 

【 事 業 全体 の 実施 体制 】 

「 堺 市 カー ボン ニュ ー ト ラル 推進 コン ソー シア ム (仮称 )」 を 設置 

取組 を より 効果 的 か つ 円 滑 に 推進 する た め 、 本 市 の 脱 炭 素 化 に 係る 取組 の 連携 体制 と し て 、 堺 市 
カー ボン ニュ ー ト ラル 推進 コン ソー シア ム (仮称 ) を 設置 する 。 事業 者 中 心 の 取組 の 検討 ・ 実 施 や 、 
参画 団体 相互 の 交流 ・ 情 報 交 換 を 行う 。 

特に 、2030 年 まで の 脱 炭 素 先行 地域 に お ける 実施 体制 と し て 、 各 エリ ア に お いて 関連 事業 者 等 
と の ワー キン ググ ルー プ (WG) を 組織 し 、 取 組 を 推進 する 。 


「 堺 市 カー ボン ニュ ー ト ラル 推進 コン ソー シア ム (仮称 ) 」 


く 役 割 > 

・ 脱 炭素 に 関す る 取組 の 検討 ・ 実 施 を 行う 。 

・ 脱 炭素 に 資す る 技術 (製品 及び サー ビス 等 ) 開発 、 企業 投資 の 促進 、 雇用 の 創出 、 
地域 の 活性 化 に 関す る 情報 交換 等 を 行う 。 

・ 脱 炭素 の 推進 に 係る 調査 ・ 検 討 を 行う 。 

く 構 成 主体 > 

堺 市 、 大 阪 府 、 学識 経験 者 、 市 民団 体 、 民 間 事 業者 (エネ ルギー 事業 者 、 交 通 事 
業者 、 住 宅 事業 者 )、 金 融 機関 等 


① 都 心 エ リア WG ②-1 泉ヶ丘 エリ ア WG 


【 各 エリ ア の 関係 者 】 
① 都 心 エ リア WG 


②-2 公 的 賃貸 住宅 
活用 地 エ リア WG 


役割 事業 の 関係 者 (予定 ) 
需要 施設 所 有 者 堺 市 
再 エ ネ 発 電 ・ 供 給 事 業者 エネ ルギー 事業 者 
再 エ ネ 供 給 地 権 者 大 阪 府 、 堺 市 
②-1 泉ヶ丘 エリ ア WG 
役割 事業 の 関係 者 (予定 ) 
需要 施設 所 有 者 堺 市 、 南 海 電気 鉄道 株 式 会 社 
再 エ ネ 発 電 ・ 供 給 事 業者 エネ ルギー 事業 者 
再 エ ネ 供 給 地 権 者 堺 市 
地域 冷暖 房 事業 者 Daigas エナ ジー 株 式 会 社 


②-2 公 的 賃貸 住宅 活用 地 エ リア WG 


役割 


事業 の 関係 者 (予定 ) 


全体 管理 (方 針 等 ) 堺 市 
対象 地 所 有 者 大 阪 府 
再 エ ネ 発 電 ・ 供 給 事業 者 住宅 開発 事業 者 
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別 添 資 料 1 
= 


@: 先行 地域 対象 施設 
iain A 
① 都 心 エ リア 


| 関西 国際 空港 ・ 和 歌 山 ) 


③ オ フサ イト エリ ア 
W 市 内 事業 者 の 屋根 や た め 池 な ど を 想定 


泉州 


※ オ フサ イト エリ ア に つい て は 合意 形成 後 
順次 公開 予定 


は り 


市 操 祭 


② 泉 北 ニ ュー タウ ン エ リア 
| \ 


府営 晴美 台 第 4 (1.7ha) 
【 コ ン セ プ ト 】 
環境 配慮 型 の 先導 的 な 戸 建 

て 住宅 地 の 形成 


泉北 エネ ルギー 
セン 


緑 に 囲ま れ た 環境 配慮 型 の 先 
導 的 な 戸建て 住宅 地 の 形 成 


中 日 ーー 7 


府営 衝 城 台 第 3 (1.3ha) 
【 コ ン セ プ ト 】 

若年 ・ 子 育て 世帯 の ライ フ 
スタ イル を 支え る 住宅 と 機能 [| レー 
が 併存 し た 住宅 地 の 形成 和 


府営 原山 台 5 丁 (1.1ha) 、 
【 コ ン セ プ ト 】 [ 
アク ロス モー ル 近 接 立地 を し レート - ン ん っ い 
活か し た 子育て 世帯 向け 住宅 [ 。 足 / だ 
近 ジン A シーー |) | 府営 御池 台 2 本 (0.6ha) | 
> | 【 コ ン セ プ ト 】 


環境 配慮 型 の 先導 的 な 戸 建 


ャ CN 3 _ に < 
AN ビッ ク バ ンド 、 


て 住宅 地 の 形 成 


A / 0 | の 先行 地域 対象 施設 


府営 原山 台 3 丁 GL1.0ha、 市 1.0ha) | 妥 . 4 - ーー 
【 コ ン セ プ ト 】 \ | 先導 的 な 取組 を 行う 活用 地 は 、 
赤 枠 の 内 、 4.5ha を 想定 


緑 道 に 開か れ た 環境 配慮 型 の 先導 


※ 都 市 構造 図 は 「 堺 市 都市 計画 マス ター プラ ン ( 令 和 3 年 7 月 ) 」 よ り 引 用 


【 別 添 資料 2 民生 部 門 の 電力 消費 に 伴う CO2 排 出 の 実質 ゼロ の 取組 


寺 力 弄 要 量 再 エネ ポテ ン k 垂 の 電力 供給 量 省エネ に よる | 省エネ に よる | 再 エ ネ に よる 
電力 舌 要 量 シャ ル 号 エ ネ 等 の 電力 供給 量 削減 量 | CO2 削 減 効 果 | CO2 削 減 効果 
エリ ア ョ 3 所 有 者 
うち オン サイ | うち オフ サイ | うち 再 エ ネ メ 
MWh/ 年 確認 方 法 ト ト = ュー MWh/ 年 t-CO2/ 年 t-CO2/ 年 
MWh MWh MWh 
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②-1 泉 ケ 丘 エリ ア 0 163| 事務 事業 編 
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②-2 活 用 地 エリ ア 


